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徳島県監査委員公表第８号

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の３８第６項の規定に基づき，徳島県知事等から包括外部監査結果報告に対して講じた
措置についての通知があったので，同項の規定により次のとおり公表する。

令和２年５月２９日

徳島県監査委員 近 藤 光 男
同 岡 﨑 悦 夫
同 大 寺 健 司
同 大 塚 明 廣
同 北 島 一 人

平成２５年度包括外部監査結果報告に対して講じた措置
監査テーマ：徳島県企業局に関する事務の執行全般について

Ⅱ 工業用水道事業

報告書
項 目 指 摘 及 び 意 見 講 じ た 措 置 等 措置状況

ページ

67-68 ７未収金 未収金債権の管理をもっと厳格にすべきであり，弁 当該案件については，工業用水道事業において水道料金を 措置済み
護士など法律専門家と緊密に連携し，回収手続を確実 滞納している債務者に対し，これまでも継続して債権回収及
に進める必要がある。 び法人の状況調査に努めてきたところであるが，債務者は事
他方で，回収可能性がないと見込まれる債権につい 実上倒産しており，代表者も行方不明であることから，回収

ては，速やかに債権放棄をして管理の負担の軽減化を は極めて困難な状況にある。
図るべきである。（指摘） 平成２５年度には債務名義を取得し，平成２８年度におい

ては本件解決の糸口を探るべく弁護士に相談し，財産調査の
方法等を検討したが，有効な方策は見出せなかった。代表者
が行方不明のため，債権及び動産の強制執行ができず，保有
している不動産も認められないため，令和２年４月に地方自
治法施行令第１７１条の５に基づき，徴収停止の措置をとっ
た。
今後は，引き続き，登記事項及び戸籍附票の調査，訪問を

行い，時効期間が経過した場合は，議会の承認を得た後に債
権放棄する方針である。

（企業局経営企画戦略課）

＜参考：平成26年9月19日公表分＞
現在残っている未収金（１件）については，回収が非常に 検討中

困難になっているが，今後，弁護士など法律専門家の意見も
聞きながら，解決に向け取り組んでいく。

（企業局経営企画戦略課）
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平成２６年度包括外部監査結果報告に対して講じた措置
監査テーマ：徳島県の病院事業の財務に関する事務の執行全般並びに地方独立行政法人徳島県鳴門病院の財務に関する事務の執行全般

Ⅱ 中央病院

報告書
項 目 指 摘 及 び 意 見 講 じ た 措 置 等 措置状況

ページ

61-65 ６ 臨床検査業務の プロポーザルの実施に当たっては，十分な参加申込み 令和２年度において，当該委託業務のプロポーザルによる 措置予定
委託 期間を設け，業者が応募しやすい環境を整えるべきであ 業者選定を行う予定であり，その際には，長期継続契約とす

る。 るとともに，十分な参加申込期間を設ける。
また，一者随意契約をする際に徴収する見積書は，十 （中央病院事務局・病院局経営改革課）

分な検討が可能となるよう時間的余裕を持って徴収依頼
するようにし，見積書記載の金額そのままで契約するの ＜参考：平成27年9月30日公表分＞
は避けるべきである。そして，実際に見積書徴収後に価 プロポーザルの公告期間については，十分な申込期間をと 検討中
格交渉を行ったのであればその経緯の書類は残しておく るよう検討する。
ようにすべきである。（意見） また，一者随意契約についても，時間的余裕を持って見積

徴収する等，改善に向けて検討する。
（中央病院事務局総務課・病院局経営企画課）

臨床検査業務委託契約について，一者随意契約を繰り 令和２年度において，当該委託業務のプロポーザルによる 措置予定
返す現状は是非とも改めるべきである。仮に複数年契約 業者選定を行う予定であり，その際には，平成２８年１０月
が必要であるのであれば，条例を改正し，あるいは議会 に一部改正された「徳島県長期継続契約に関する条例」に基
の決議を経た上で，締結すべきであって，運用による条 づき，長期継続契約を締結する。
例や手続の潜脱は許されない。（指摘） （中央病院事務局・病院局経営改革課）

＜参考：平成27年9月30日公表分＞
複数年契約については，長期継続契約に関する条例の改正 検討中

等，関係部局との協議を進める。
（中央病院事務局総務課・病院局経営企画課）

65-71 ７ 医事・クラーク プロポーザルの実施に当たっては，十分な参加申込み 令和元年度に実施したプロポーザルにおいて，参加企業募 措置済み
等業務の委託 期間を設け，業者が応募しやすい環境を整えるべきであ 集期間を，前回プロポーザルの８日間から２４日間に延ばし

る。（意見） た。
（中央病院事務局）

＜参考：平成27年9月30日公表分＞
プロポーザルの公告期間については，十分な申込期間をと 検討中

るよう検討する。
（中央病院事務局医事課）
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医事・クラーク等業務委託契約について，一者随意契 令和元年度において，当該委託業務のプロポーザルによる 措置済み
約を繰り返す現状は是非とも改めるべきである。仮に複 業者選定を実施した。平成２８年１０月に一部改正された「徳
数年契約が必要であるのであれば，条例を改正し，ある 島県長期継続契約に関する条例」に基づき，令和２年度に業
いは議会の決議を経た上で，締結すべきであって，運用 務委託期間３年間の長期継続契約を締結した。
による条例や手続の潜脱は許されない。 （中央病院事務局・病院局経営改革課）
さらに変更契約において疑問あるいは不適切な点が見

受けられた。今後変更契約を締結するにあたっては，必 ＜参考：平成27年9月30日公表分＞
要かどうか，適切か否かを十分検討すべきである。（指 複数年契約については，長期継続契約に関する条例の改正 検討中
摘） 等，関係部局との協議を進める。

また，変更契約については，文書のダブルチェック，施行
点検を実施する等手続きの改善を図った。なお，指摘があっ
た不適切な変更契約の増額分については，平成２７年４月
１０日受託業者から返金させた。

（中央病院事務局医事課・病院局経営企画課）

71-73 ８ 物品管理・洗浄 物品管理・洗浄滅菌業務委託契約及び給食業務契約に 物品管理・洗浄滅菌業務については，県立３病院を一括し 措置済み
滅菌業務及び給食 ついて，一者随意契約を繰り返す現状は是非とも改める て平成２９年２月にプロポーザルによる業者選定を実施し，
業務の委託 べきである。仮に複数年契約が必要であるのであれば， 平成２８年１０月に一部改正された「徳島県長期継続契約に

条例を改正し，あるいは議会の決議を経た上で，締結す 関する条例」に基づき，平成２９年９月から３年間の長期継
べきであって，運用による条例や手続の潜脱は許されな 続契約を締結した。
い。（指摘） 給食業務についても，令和元年１０月にプロポーザルによ

る業者選定を実施し，令和２年４月から３年間の長期継続契
約を締結した。

（中央病院事務局・病院局経営改革課）

＜参考：平成27年9月30日公表分＞
複数年契約については，長期継続契約に関する条例の改正 検討中

等について，関係部局との協議を進める。
（中央病院事務局総務課・病院局経営企画課）

77-80 10 保留レセプトの 診療月から相当期間経過しているにもかかわらず保留 保留レセプトについては，毎月，院内会議での注意喚起や 措置済み
取り扱い 状態となっているレセプトが散見されるが，できるだけ 委託業者との検討会議を行い，速やかな処理に努めている。

速やかに提出すべきである。 また，保留レセプトに係る診療報酬の会計処理については，
また，保留レセプトにかかわる診療報酬については実 他県の状況調査や決算調製の影響等の検討を行ってきたとこ

際の請求時まで会計処理が行われていないが，通常の診 ろ，公認会計士から年度末決算時点において，概算額で医業
療報酬債権と同様に診療月の末日に医業収益及び医業未 収益及び医業未収金に計上することが望ましいとの見解を得
収金を計上すべきである。（意見） たため，令和元年度決算から計上を行った。

（中央病院事務局・病院局経営改革課）

＜参考：平成27年9月30日公表分＞
保留レセプトについて，迅速な処理を進めるため，毎月院 検討中

内会議において報告し，注意喚起を行うこととし，できる限
り速やかな処理に努め，可能なものから順次提出を行ってい
る。
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保留レセプトに関わる診療報酬の会計処理については，他
県の状況を調査する等検討を進める。

（中央病院事務局医事課・病院局総務課）

80-84 11 返戻レセプトの レセプトが返戻されてから相当期間経過しているにも レセプトが返戻されてから相当期間経過しているものにつ 措置済み
取り扱い かかわらず再請求未了となっているレセプトが散見され いては，処理方針の検討を行い，順次再請求を行った。また，

るが，早急に再請求するべきである。 保留レセプトと同様に，毎月，院内会議での情報共有や委託
また，返戻レセプトにかかわる診療報酬については適 業者との検討会議を実施し，速やかに再請求を行うよう努め

切とは言いがたい会計処理が行われているが，返戻を受 ている。
けた場合であっても，再請求不可能なものは別にして診
療報酬債権自体は消滅しないため，会計処理は不要であ 返戻レセプトに係る会計処理については，審査支払機関か 不措置
る。（意見） らレセプトが返戻された時点で，既に計上している医業収益

及び医業未収金の減額処理を行い，レセプトを修正して再請
求を行った時点で，改めて医業収益及び医業未収金を計上し
ている。また，決算時期を越えて翌年度に返戻された場合に
は，前期損益修正として医業未収金を雑損失に振り替える処
理を行っている。
意見のとおり個々の債権毎に伝票処理を行うとなれば，財

務会計システムでの処理が膨大となり，実務上困難である。
現行の会計処理については，他県でも同様の処理を行って

いることや病院局において指導，助言を受けている公認会計
士からも誤った会計処理ではないとの見解を得たことから，
現行の会計処理を継続する。

（中央病院事務局・病院局経営改革課）

＜参考：平成27年9月30日公表分＞
相当期間経過後のレセプトについては，処理方針を検討し， 検討中

可能なものから再請求を行うこととした。
また，提出期間経過後のレセプトの会計処理については，

平成２７年２月から，病院への報告を行うよう改善した。
会計処理については，意見のとおり改善するためには，個

々の債権管理を行うための管理システムの導入が不可欠とな
ることから，予算措置，事務処理方法を含めて見直しについ
て検討する。

（中央病院事務局医事課・病院局総務課）

Ⅲ 三好病院

報告書
項 目 指 摘 及 び 意 見 講 じ た 措 置 等 措置状況

ページ

116-117 ７ 保留レセプトの 診療月から相当期間経過しているにもかかわらず保留 保留レセプトについては，毎月，委託業者と情報共有を図 措置済み
取り扱い 状態となっているレセプトが見受けられるが，早急に提 り，処理案を決定し，速やかに提出するよう努めている。
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出するべきである。 また，保留レセプトに係る診療報酬の会計処理については，
また，保留レセプトにかかわる診療報酬については実 他県の状況調査や決算調製の影響等の検討を行ってきたとこ

際の請求時まで会計処理が行われていないが，通常の診 ろ，公認会計士から年度末決算時点において，概算額で医業
療報酬債権と同様に診療月の末日に医業収益及び医業未 収益及び医業未収金に計上することが望ましいとの見解を得
収金を計上すべきである。（意見） たため，令和元年度決算から計上を行った。

（三好病院事務局・病院局経営改革課）

＜参考：平成27年9月30日公表分＞
相当期間経過後のレセプトについては，平成２６年９月か 検討中

ら，処理案を決定し順次処理を進め，提出を行っている。
保留レセプトに関わる診療報酬の会計処理については，他

県の状況を調査する等検討を進める。
（三好病院事務局医事課・病院局総務課）

118-120 ８ 返戻レセプトの レセプトが返戻されてから相当期間経過しているにも レセプト返戻後の処理については，保留レセプトと同様に， 措置済み
取り扱い かかわらず再請求未了となっているレセプトが散見され 毎月，委託業者と情報共有を図り，処理案を決定し，速やか

るが，早急に再請求するべきである。 に再請求を行うよう努めている。
さらに，返戻レセプトにかかわる診療報酬については

適切とは言いがたい会計処理が行われているが，返戻を 返戻レセプトに係る会計処理については，審査支払機関か 不措置
受けた場合であっても，再請求不可能なものは別にして らレセプトが返戻された時点で，既に計上している医業収益
診療報酬債権自体は消滅しないため，会計処理は不要で 及び医業未収金の減額処理を行い，レセプトを修正して再請
ある。（意見） 求を行った時点で，改めて医業収益及び医業未収金を計上し

ている。また，決算時期を越えて翌年度に返戻された場合に
は，前期損益修正として医業未収金を雑損失に振り替える処
理を行っている。
意見のとおり個々の債権毎に伝票処理を行うとなれば，財

務会計システムでの処理が膨大となり，実務上困難である。
現行の会計処理については，他県でも同様の処理を行って

いることや病院局において指導，助言を受けている公認会計
士からも誤った会計処理ではないとの見解を得たことから，
現行の会計処理を継続する。

（三好病院事務局・病院局経営改革課）

＜参考：平成27年9月30日公表分＞
相当期間経過後のレセプトについては，平成２６年９月か 検討中

ら処理案を作成し，再提出等の処理を進めている。
会計処理については，意見のとおり改善するためには，個

々の債権管理を行うための管理システムの導入が不可欠とな
ることから，予算措置，事務処理方法を含めて見直しについ
て検討する。

（三好病院事務局医事課・病院局総務課）
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平成２７年度包括外部監査結果報告に対して講じた措置
監査テーマ：過去の包括外部監査結果に対する措置状況の検証

Ⅰ 平成２０年度「指定管理者制度導入施設における管理者の選定，事務執行及び管理運営について」

報告書
項 目 指 摘 及 び 意 見 講 じ た 措 置 等 措置状況

ページ

第２ 徳島県立文学書道館

13-14 ２ 修繕費 修繕費の県負担の範囲と指定管理者負担の範囲につい 令和２年度において，当該施設の指定管理者を募集する予 措置予定
て，もっと明確な規定の導入を検討すべきである。また， 定であり，その際には，県及び指定管理者における修繕負担
指定管理者の募集に当たっての過去の修繕実績の明示に の範囲の基準となる金額を設定するとともに，過去の修繕実
際しては個々の修繕内容についても明示すべきである。 績については，修繕内容の内訳を含めて明示することとして
（意見） いる。

（県民文化課）

＜参考：平成28年9月30日公表分＞
御意見を受け，県及び指定管理者における修繕負担の範囲 検討中

の基準となる金額の設定等，より明確な規定の導入に向けて
検討する。
また，指定管理者の募集に当たっての修繕実績の明示につ

いて，募集要項において年間実績の総額を３年分記載した上
で，更にそれらの内訳について問い合わせがあった場合，ホ
ームページ上で公表することとしていたが，今後の募集にお
いては，修繕内容の内訳も含めた明示を検討する。

（とくしま文化振興課）

第３ 徳島県鳴門総合運動公園スポーツ施設，徳島県蔵本公園スポーツ施設，徳島県立中央武道館

17-20 ２ 施設全体の安 修繕費の負担についての基本協定書の規定が不明確で 令和２年度において，当該施設の指定管理者を募集する予 措置予定
全性等 あること，また実際の負担のあり方に基準がなく合理性 定であり，その際に県と指定管理者の修繕費負担の範囲につ

に欠ける運用がなされてしまっていること，さらには指 いて，明確な規定の導入を検討する。
定管理料の増額を行うべきではない事項についても指定 また，指定管理料の増額を行うべきではない事項について
管理料の増額を行っていること等不適切な点が見受けら 増額を行っていた点については，指摘を受け，平成２８年
れた。早急に改善すべきである。（指摘） １月２５日に指定管理者との間で変更契約を締結して，指定

管理料から減額した。
(スポーツ振興課）

＜参考：平成28年9月30日公表分＞
修繕費の負担についての基本協定書の規定については，全 検討中

庁的な方針や関係機関との調整をする中で，引き続き検討す
る。
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また，指定管理料の増額を行うべきではない事項について
も増額を行っていた点については，指摘を受け，平成２８年
１月２５日に指定管理者との間で変更契約を締結して，指定
管理料から減額した。

（県民スポーツ課）

第６ 徳島県立産業観光交流センター（アスティとくしま）

36-38 ４ 修繕費の内容 「講じた措置」の記載では，外部監査人の指摘・意見 令和２年度において，令和３年度からの指定管理者を募集 措置予定
について に沿って対応するかのように記載されているが，実際の する予定であり，その際に県と指定管理者の修繕費負担の範

対応が異なっている。このような対応は県民に誤解を生 囲について，明確な規定を導入する。
じさせうるものであり，改めるべきである。 （にぎわいづくり課）
また，修繕費の県負担の範囲と指定管理者負担の範囲

について，もっと明確な規定の導入を検討すべきである。 ＜参考：平成28年9月30日公表分＞
（指摘） 包括外部監査の指摘を受け，県と指定管理者の修繕費負担 検討中

の範囲の規定について，より明確な規定の導入を検討する。
なお，平成２８年３月に「指定管理業務の運営改善につい

て」指定管理者に通知し，平成２８年４月から修繕費の執行
については，年間計画を年度当初及び毎月徴収することとし，
「施設に重大な影響を及ぼす修繕」を行う際は，事前協議を
書面により随時実施し，内容を精査した上で，執行するよう
改善を図った。
また，１件１０万円を超える修繕を執行する場合には，原

則入札や相見積もりで業者を決定することとし，一者随意契
約を行う場合は業者選定理由を示すことなど改善を図った。

（にぎわいづくり課）

Ⅱ 平成２１年度「徳島県教育委員会及びその所管の団体の財務に関する事務の執行全般について」

報告書
項 目 指 摘 及 び 意 見 講 じ た 措 置 等 措置状況

ページ

75-78 第４ 奨学金 奨学金の延滞利息については，条例にしたがった処理 徳島県奨学金貸与条例の規定に則した運用に向け，具体的 検討中
をするべきである。条例の文言につき，課内文書で明ら な取扱いについて，外部有識者等で構成する「未収金対策会
かに異なる解釈をすることは許されない。 議」でいただいた意見を元に，他県の取扱い状況等を調査し，
保証人への督促も妥当な運用がなされているか，再検 検討してきた。奨学生の様々な債権状況を実際の運用に照ら

討すべきである。（指摘） し合わせ，公正公平な取扱いとするための検証に時間を要し
ている。
運用見直しについては，関係課と協議の上，未収金対策会

議に諮り，令和２年度に方針を定める。その後，方針に基づ
いて要綱の整理，関係者への周知，奨学金システムの改修等
を行い，新たな運用に向けて準備を進めていきたい。
また，保証人への督促については，長期滞納者の返還状況
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を年に１回程度通知するものとし，分別の利益等について説
明をした上で必要に応じて督促及び請求を行うものへと平成
３０年度に取扱いを改めた。初回の通知は令和２年３月に行
った。

（グローバル・文化教育課）

＜参考：平成28年9月30日公表分＞
徳島県奨学金貸与条例の規定に則した運用に向け，具体的 検討中

な取扱いについて，外部有識者等で構成する「未収金対策会
議」で検討している。

（学校教育課）

第５ 各県立学校の実情

78-79 １ エアコンの設 外部監査人による意見に対しては，真剣な検討をして エアコンの設置や運営については，市町村立学校では公費 検討中
置 いただきたい。 投入が進んでいることから，まず，県立中学校について公費

その意見の内容により必要な場合には全庁的な議論も 負担への切替えを検討して参りたい。
しっかりしていただきたい。（意見） 今後とも予算措置等について関係機関と引き続き調整して

いきたい。
（施設整備課）

＜参考：平成28年9月30日公表分＞
学校現場からは，校舎のトイレ改修や老朽化対策などの差 検討中

し迫った要望が強く，直ちに対応できないのが現状である。
予算措置等について関係機関と引き続き調整していきたい。

（施設整備課）

Ⅲ 平成２２年度「県税の賦課徴収事務について」

報告書
項 目 指 摘 及 び 意 見 講 じ た 措 置 等 措置状況

ページ

第５ 県たばこ税

95-97 １ 納税義務者に 外部監査人による指摘・意見については，できるだけ 当該案件については，申告納付までの事務手続について確 不措置
対する調査 速やかに対応しなければならない。いまなお実地調査を 認調査を行うため，本県に本店を置く販売業者に対し，平成

実施していないのは問題であり，早急に実施すべきであ ２３年度以降，継続して地方税法に基づく任意調査の協力依
る。（意見） 頼を行ってきたところである。

平成２８年度以降は関係機関等を含め，継続して調査協力
依頼を行ってきたが，任意調査には強制力がないことや関係
機関の所管法令が障壁となって，実施は困難な状況である。
なお，引き続き協力依頼を行うとともに，仮に悪質な脱税

が認められる場合には，強制調査の実施を検討する。
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（税務課）

＜参考：平成28年9月30日公表分＞
平成２２年度の，例えば一定の周期で納税義務者に対する 検討中

個別の照会を行うなど，個別具体的な調査を検討し，実施す
べきであるとの意見を受け，平成２３年度から，申告納付ま
での事務手続について確認を行うべく，本県に本店を置く販
売業者に対し，調査協力を継続して依頼したが，調査には至
っていない。
今回改めて意見を受け，平成２８年度に実地調査を行うこ

ととしている。
（税務課）

Ⅳ 平成２３年度「情報通信関連事業及び情報通信システムについて」

報告書
項 目 指 摘 及 び 意 見 講 じ た 措 置 等 措置状況

ページ

118-122 第３ 県税トータル 外部監査人により意見等が出された場合には，対象課 新たな税務システムの開発において，広く意見招請を行っ 措置済み
システム 等はその意見の全体をしっかり読んで問題意識を正確に た上で，令和元年１１月に総合評価落札方式による入札を実

理解し，「講じた措置」にはその問題意識に対応した記 施し，事業者と契約した。開発２年・運用５年の長期契約で
載をすべきである。 あり，令和４年１月の運用開始を予定している。
「講じた措置」には，誤解を与えるような記載は控え 今後，契約終了時に向けて，改めて意見招請を実施するな

るべきである。 ど，特定の事業者に依存しない運用を行う。
「講じた措置」に，予定未定の将来の時期における対 （税務課）

応を記載する場合には，その課題を確実に引き継いでい
くための具体的な方策を講じる必要がある。（意見） ＜参考：平成28年9月30日公表分＞

平成２３年度に，一者随意契約の解消と契約金額の削減に 検討中
努力すべきであるとの意見を受け，次期システム開発時にオ
ープンなシステムの採用などを研究することとしていたが，
安定性や開発費等の課題があることから情報収集に努めてお
り，現在は平成３１年度のホストコンピュータの更新期限を
目途に，検討を行っている。

（税務課）

平成２８年度包括外部監査結果報告に対して講じた措置
監査テーマ：人口減少対策に関する事業全般について

Ⅰ 人口増に直接寄与するもの
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報告書
項 目 指 摘 及 び 意 見 講 じ た 措 置 等 措置状況

ページ

１ こうのとり応援事業

11-12 イ 事業評価の有効性

評価基準として適当なものとして指定医療機関数があ 現在，県内に３か所ある指定医療機関については，身近に 検討中
げられる。指定医療機関の数が多いほど，治療を受ける あるほうが利便性が増すとの認識はあるが，特定不妊治療は
人の利便性が向上されるからである。 高度・先進的な生殖医療であり，県内医療機関の現状では，
また，本事業の本来の目的は不妊治療の経済的負担の 他に要件を満たしている医療機関がないため，増やすことは

軽減を図り，医療保険が適用されず高額の医療費がかか 難しいが，今後，新たに指定医療機関への申請があった場合
る配偶者間の不妊治療に要する費用の一部を助成するこ は，指導・支援を行う。
とにより，受診件数を上げ，延いては妊娠件数を増加さ 助成件数に対する妊娠件数割合については，評価を行う上
せることにある。 で非常に有効であり，アンケート等も検討を行ったが，助成
その意味でも，評価基準としては指定医療機関数の他 対象者のうち，特に妊娠に至らなかった方については，「妊

に，助成件数に対する妊娠件数割合なども入れてはどう 娠しなかった」ことが大きなストレスであり，かつ医療情報
だろうか。確かにデリケートな問題ではあるが，本事業 であるため，収集が困難である。
の有効性を考えるにあたり大切な数値と思われる。治療 以上の状況や検討結果を考慮し，より適当な評価基準の設
を受けた人に対するアンケート等を実施することにより 定が可能かどうか検討する。
実態数値を把握することが重要である。（意見） （健康づくり課）

＜参考：平成29年9月29日公表分＞
現在，県内に３か所ある指定医療機関数については，身近 検討中

にあるほうが利便性が増すとの認識はあるが，特定不妊治療
は高度・先進的な生殖医療であり，県内医療機関の現状では，
今後，増える状況にはない。
助成件数に対する妊娠件数割合については，意見の趣旨を

踏まえ，データを得る適切な調査方法がないか検討を行う。
以上の状況や検討結果を考慮し，より適当な評価基準の設

定が可能かどうか検討する。
（健康増進課）

12-13 ウ 事業内容の有効性・効率性

本事業の有効性を高めるためには指定医療機関を増や 指定医療機関の増加については，利便性の向上も重要であ 検討中
すことが必要である。 るが，特定不妊治療は高度・先進的な生殖医療であり，県内
指定医療機関について治療の質を確保する観点から要 医療機関の現状では，他に要件を満たしている医療機関がな

件の厳格化は必要だとは思われるが，治療を受ける方の いため，増やすことは難しいが，今後，新たに指定医療機関
利便性を考慮すると対象となる医療機関を増やすことも への申請があった場合は，指導・支援を行う。
重要である。 また，事業の周知についてであるが，不妊治療は極めてセ
また効率性を高めるためには，周知活動を充実させる ンシティブな情報であり，周りに知られたくない方も多いた

ことが重要となってくる。現在のところ関係医療機関へ め，治療希望者等を集めての説明会の開催は困難であるが，
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の説明会を実施しているということであるが，今後は治 頂いた御意見のとおり，周知活動の充実は非常に重要である
療希望者等に対しての説明会も実施しその周知徹底に努 と考えているため，引き続き，指定医療機関と密に連携し，
めていただきたい。 治療希望者等に対して適切な情報提供をしていただくととも
平成２８年度からの見直し案は，①対象年齢が「制限 に，既に実施しているホームページへの掲載やリーフレット

なし」から「４３歳未満」②通算回数が「１０回」から の作成・配付，不妊相談室での周知のほか，今後引き続き県
「６回（４０歳以降で開始した場合３回）」③年間回数 民に対する効果的な周知方法がないか検討する。
が｢２回（初年度３回）」から「制限なし」，④通算期間 なお，助成件数は１０年間で２倍以上に増加しており，不
が｢５年」から｢制限なし」になっている。 妊に悩む夫婦の経済的負担の軽減を図っている。
この見直し案で言えることは，年間回数，通算期間は さらに，妊娠適齢期等，安全・安心な妊娠・出産に関する

ともに制限なしとなり拡張されたが，対象年齢が決めら 正しい知識を普及するため，主に若い世代を対象に，平成
れ通算回数も縮小されている。特に，４０歳を超えると ２５年度から毎年講演会を開催しているところであるが，引
助成回数は減少し，４３歳以上になれば対象から外れる き続き，こうしたライフプラン教育を推進するとともに，治
ことになる。高齢出産が増加している現状に鑑みると， 療希望者をはじめとする，より幅広い世代に対する知識・情
当該事業の中身を広く周知させることが急務となる。 報の普及に努める。
また，妊娠・出産に伴うリスクが相対的に少ない年齢， （健康づくり課）

治療により出産する確率がより高い年齢，長期間の治療
による身体面・精神面への負担等の説明会なども開催す ＜参考：平成29年9月29日公表分＞
る必要があるのではないだろうか。（意見） 指定医療機関の増加については，利便性の向上も重要であ 検討中

るが，特定不妊治療は高度・先進的な生殖医療であり，県内
医療機関の現状では，増やすことは難しいが，今後，新たに
指定医療機関への申請があった場合は，指導・支援を行う。
また，事業の周知についてであるが，不妊治療は極めてセ

ンシティブな情報であり，周りに知られたくない方も多いた
め，治療希望者等を集めての説明会の開催は困難であるが，
頂いた御意見のとおり，周知活動の充実は非常に重要である
と考えているため，引き続き，指定医療機関と密に連携し，
治療希望者等に対して適切な情報提供をしていただくととも
に，既に実施しているホームページへの掲載やリーフレット
の作成・配付のほか，県民に対する効果的な周知方法がない
か検討する。
さらに，妊娠適齢期等，安全・安心な妊娠・出産に関する

正しい知識を普及するため，主に若い世代を対象に，平成
２５年度から毎年講演会を開催しているところであるが，引
き続き，こうしたライフプラン教育を推進するとともに，治
療希望者をはじめとする，より幅広い世代に対する知識・情
報の普及に努める。

（健康増進課）

Ⅲ 県内の仕事・労働を増やすことに寄与するもの

報告書
項 目 指 摘 及 び 意 見 講 じ た 措 置 等 措置状況

ページ
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１０ 農業ビジネス・エキスパート育成推進事業

133-134 イ 事業評価の有効性

本事業の目的は，インターンシップ参加者およびアグ 令和２年３月に策定した「第２期徳島はぐくみプラン（後 措置済み
リビジネススクールの入学者を増加させることではな 期計画）」をはじめ，農林水産分野の各計画の改正時におい
く，農業のビジネス化の取組に精通する人材である農業 て，意見を踏まえて次のとおり農業人材の育成に関する目標
ビジネス・エキスパートの育成，および農業の新たな成 設定を行った。
長分野を支える人材の確保，そして本県農業・農村への 農業・林業・漁業の各アカデミーが連携して，人材の育成
理解と促進，キャリアアップと本県での就農を促すこと ・確保に取り組んでおり，各分野において実施している講座
にある。 等の「リカレント教育修了者数」を評価指標にするとともに，
従って本事業の評価基準としては，６次産業化講座に 担い手育成に係る総合対策については，「農林水産業新規就

ついては「食Pro.」の認定者数，農業法人経営講座につ 業者数」を評価指標とした。
いては修了考査等を実施することによる合格者数，イン また，令和元年度にウェブサイト「とくしま農林水産未来
ターンシップ参加者数に占める就農者割合，県外からの 人材スクール」を開設し，農林水産業の魅力や研修内容，就
新規就農者数等を加えるべきではないだろうか。また， 農支援情報を，より多くの方に閲覧してもらえるよう，アク
ホームページへのアクセス数なども今後検討すべきであ セス数を確認しながら，広報内容の充実に努めている。
る。（意見） （農林水産総合技術支援センター 経営推進課）

＜参考：平成29年9月29日公表分＞
次期計画の第３期「徳島はぐくみプラン」の改正時に，目 検討中

標指標の設定について意見を踏まえた見直しを行う。
（農林水産総合技術支援センター 経営推進課）

１８ 外資系企業対日投資促進事業

173-174 イ 事業評価の有効性

事業の最終的な目的は「投資」の実現のはずであるか 令和元年度に策定した「『未知への挑戦』とくしま行動計画」 措置済み
ら，数値目標は，実現した誘致数にするべきである。も において，「実現した誘致数」を数値目標として設定した。
っとも，徳島県や他の地方のおかれた状況から見ると， （企業支援課）
誘致数１という数値目標を設定することでもよいと思わ
れる。（意見） ＜参考：平成29年9月29日公表分＞

「実現した誘致数」を数値目標として設定することを検討 検討中
する。

（企業支援課）

Ⅳ ＵターンやＩターン等県外からの労働人口の流入に寄与するもの

報告書
項 目 指 摘 及 び 意 見 講 じ た 措 置 等 措置状況

ページ
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１ 攻めの「ＵＩＪターン」獲得促進事業

イ 事業評価の有効性

(ｳ) 「ジョブナビとくしま」「ジョブカフェとくしま」のシステム改修

182-183 a 目標を立てることの必要性

具体的な達成目標を設定し，結果を分析したうえで分 平成２９年度において，Ｕターン就職支援サイト「ジョブ 措置済み
析結果を活用すべきである。なお，どのように分析した ナビとくしま」登録者数の目標を設定した。
か，分析結果をどのように活用したかにつき説明できる システム改修により，認知度の低かった若年者就職支援サ
ようにしなければならない。（意見） イト「ジョブカフェとくしま」を「ジョブナビとくしま」に

集約することで，一つのサイトで情報提供することが可能と
なった。また，２４時間登録可能な仕様となったことや，就
職相談会等での「ジョブナビとくしま」の紹介や登録企業の
内容充実を図ったことにより，目標を達成した。
また，改修により広報効果（アクセス数）の把握が容易と

なったことから，サイトの閲覧者数が増加する，マッチング
などのイベントを中心とした情報を提供することとした。
今後は，ジョブナビとくしま登録者へのアンケート結果等

も踏まえながら，掲載・配信内容の充実を図り，引き続き有
益な情報提供に努めて参りたい。

（労働雇用戦略課）

＜参考：平成29年9月29日公表分＞
ジョブナビとくしま登録者数の目標を平成２９年７月に設 検討中

定した。
今後，登録者数の状況を分析し，効果等を検証する。

（労働雇用戦略課）

平成２９年度包括外部監査結果報告に対して講じた措置
監査テーマ：随意契約及び当該随意契約を含む事業について

報告書
項 目 指 摘 及 び 意 見 講 じ た 措 置 等 措置状況

ページ

8-12 １ 徳島県立防災センター展示装置等保守点検業務

見積書の内容を精査して減額交渉をすべきであり，減 令和元年度においても，引き続き，見積依頼をする前段階 （その後の取組）
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額交渉の過程を明確に残すべきである。 の作業として，保守の実施項目等について業者と十分な協議
今後，本件事業に限らず，将来のメンテナンスを要す を行い，精査した上で仕様書を作成した。その結果，当初予

る設備を導入する際には，メンテナンスの見通しや費用 算額と比較して令和元年度の契約額を減額することができた。
の概算に関する情報も収集し，それを記録化して引き継 なお，当課において将来のメンテナンスを要する設備を導
ぎ，メンテナンスを依頼する際の交渉材料に活用すべき 入する予定は当面ないが，導入する際は，将来のメンテナン
である。（意見－１） ス等，先のことも見据えて情報を収集し，その情報を生かし

て，メンテナンスを計画的に行うこととしている。
（危機管理政策課）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
平成３０年度においては，見積依頼をする前段階の作業と 措置済み

して，保守の実施項目等について業者と十分な協議を行い，
精査した上で仕様書を作成した。その結果，当初予算額と比
較して平成３０年度の契約額を減額することができた。
なお，当課において将来のメンテナンスを要する設備を導

入する予定は当面ないが，導入する際は，将来のメンテナン
ス等，先のことも見据えて情報を収集し，その情報を生かし
て，メンテナンスを計画的に行うこととする。

（危機管理政策課）

見積書の提出依頼，委託契約締結の決裁，委託業務完 見積書の提出依頼，委託契約書の決裁，委託業務完了承認 （その後の取組）
了承認の決裁，いずれの起案書においても，決裁日の記 の決裁をはじめ，全ての起案書について，決裁日等を記載し
載がなかった。 ており，適切に事務処理を行っている。なお，令和元年度に
決裁年月日は，当該事業がどのような経過で実施され おいても，適正な文書事務の執行を図るため，引き続き，監

ることになったのかを後で確認するための重要な情報で 察局法制文書課長通知「文書事務の適正な執行について（通
あるので，書き洩らさないようにしていただきたい。（意 知）」の周知徹底を図るとともに，関係職員の相互確認によ
見－２） る重層的チェックを行った。

（危機管理政策課）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
電子決裁システムでの起案書の施行の際には決裁日の入力 措置済み

を行っているものの，起案書への記載（手書き）ができてい
なかったため，今回意見をいただいた見積書の提出依頼，委
託契約書の決裁，委託業務完了承認の決裁，以上の起案書に
ついて，決裁日を記載した。今後，このようなことが起こら
ないように「文書事務の適正な執行について（通知）」を課
員に周知徹底した。

（危機管理政策課）

委託業務完了承認の決裁を受けるための起案書におい 令和元年度においても，適正な文書事務の執行を図るため， （その後の取組）
て，「件名」欄の記載が砂消しゴムで訂正されていた。 引き続き，「文書事務の適正な執行について（通知）」の周知
砂消しゴムによる訂正は，許されない。（指摘－１） 徹底を図るとともに，関係職員の相互確認による重層的チェ

ックを行った。
（危機管理政策課）
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＜参考：平成30年9月28日公表分＞
今後，このようなことが起こらないように「文書事務の適 措置済み

正な執行について（通知）」を課員に周知徹底した。
（危機管理政策課）

13-20 ２ 消防防災ヘリコプター予備部品及び特殊工具の購入

本契約締結の許可を得るための起案書に決裁年月日の 令和元年度においても，適正な文書事務の執行を図るため， （その後の取組）
記載がなかった。決裁年月日は，当該事業がどのような 引き続き，「文書事務の適正な執行について（通知）」を課員
経過で実施されることになったのかを後に確認するため に周知するとともに，起案書への決裁年月日等の記載につい
の重要な情報であるので，書き洩らさないようにしてい ては，文書編さん時に再確認するなど，関係職員の相互確認
ただきたい。（意見－３） による重層的チェックを行った。

（消防保安課）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
電子決裁システムでの起案書の施行の際には決裁年月日の 措置済み

入力を行っているものの，起案書への記載（手書き）ができ
ていなかったため，今回意見をいただいた起案書について，
決裁年月日を記載した。今後このようなことが生じないよう
に，「文書事務の適正な執行について（通知）」を課員に周知
した。

（消防保安課）

予備部品等の保管問題が生じないよう，予備部品等の ヘリコプターの次回の機体更新は２０年近く先になるが， （その後の取組）
納入時期をヘリコプター本体の納入時期に合わせること 次回更新時においては，予備部品等の納入時期を含めて予め
について，保管期間を延長した場合の保管費用の増額も 十分に検討し，本体の納入時期と同時期となるよう検討する
含めて，繰越の措置を検討するべきであった。（意見－ こととしている。
４） （消防保安課）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
次回，ヘリコプターの更新時においては，予備部品等の納 措置済み

入時期をヘリコプター本体の納入時期と同時期となるよう検
討することとした。

（消防保安課）

本事業の契約金額（７６，０４０，０５６円）は，予 ヘリコプターの次回の機体更新は２０年近く先になるが， （その後の取組）
定価格（７８，４００，０００円）に対し，約３％低く 次回更新時においては，予備部品及び特殊工具の購入契約に
はなっているが，一連の手続きの流れの中で，予定価格 ついて，予算編成の段階から他県等の取引事例を参考に，購
などの金額の適正性をどのようにチェックしたのか分か 入予定の予備部品及び特殊工具の範囲や予定価格について算
らない。他県等の取引事例を参考に予定価格を算定する 定することとしている。
べきであるし，そもそも本件と同じ機種を購入した他県 （消防保安課）
においては，予備部品や特殊工具を購入しないという選
択をしたところもあるようなので，本事業の予算を組む ＜参考：平成30年9月28日公表分＞
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段階で，購入する予備部品や特殊工具の範囲を，その金 次回，ヘリコプターの更新時における，予備部品及び特殊 措置済み
額も考慮に入れながら検討するべきである。（意見－５） 工具の購入契約では，他県等の取引事例を参考に予定価格を

算定することとした。
また，その際は，そもそも予算を組む段階で，購入する予

備部品及び特殊工具の範囲を，その金額も考慮に入れながら
検討することとした。

（消防保安課）

21-27 ３ 第２４回参議院議員通常選挙に係る諸印刷物の作成

執行委託伺いの「支出予定金額」欄の「９，５００， 平成３１年４月７日執行の徳島県知事選挙及び徳島県議会 （その後の取組）
０００円」という記載が，砂消しゴムで「１２，５００， 議員一般選挙，令和元年７月２１日執行の参議院議員通常選
０００円」に書き換えられていた。決裁済みの書類の「支 挙，同年１０月２７日執行の徳島県議会議員補欠選挙（以下
出予定金額」欄の記載を砂消しゴムで書き換えることは この項において「平成３１年度（令和元年度）執行選挙」と
許されない。（指摘－２） いう。）においては，担当者間の打合せ会などで，改めて人

事課行政改革室長及び総務課法務文書室長名で発出された通
知「文書事務の適正な執行について」の趣旨の徹底を図り，
関係規程等に基づいた適切な事務処理を行った。
今後とも正確な選挙事務に努める。

（市町村課）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
今後，関係規程等に基づいた適切な事務処理が行われるよ 措置済み

う，平成３０年３月２６日課内において研修を実施したほか，
人事課行政改革室長及び総務課法務文書室長名で発出された
通知「文書事務の適正な執行について」の趣旨の徹底を図っ
た。

（市町村課）

予定価格を設定した書類が確認できないのは，県契約 平成３１年度（令和元年度）執行選挙においても，担当者 （その後の取組）
事務規則第３１条に反するものである。予定価格を見積 間の打合せ会などで，見積徴収伺いにも予定価格を記載する
徴収伺いに記載するなど，今後はこのようなことがない など，関係規程等に基づいた適切な事務処理を行うよう周知
ように留意していただきたい。（指摘－３） 徹底を図った。

（市町村課）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
今回の事案は，当初契約時の見積依頼及び変更契約時の見 措置済み

積依頼において，予定価格を算出していたにもかかわらず，
いずれの見積徴収伺いにも予定価格を記載できていなかった
ものである。
平成２９年１０月２２日執行の衆議院議員総選挙に係る諸

印刷物の作成においては，見積徴収伺いに予定価格を記載し
ているが，今後とも，関係規程等に基づいた適切な事務処理
が行われるよう，平成３０年３月２６日課内において研修を



- 17 -

実施した。
（市町村課）

各候補者から原稿を受領した際に，その内容を十分に 平成３１年度（令和元年度）執行選挙においては，担当者 （その後の取組）
確認するべきであったし，委託先の印刷業者から原版及 間の打合せ会などで，原稿等の確認をしっかりと行うよう，
び試刷り原稿を受領した際にも，その内容を十分に確認 周知徹底を図った結果，再印刷はなかった。
するべきであった。そのようにすることにより，再印刷 今後とも正確な選挙事務に努める。
しなくて済んだ可能性がある。（意見－６） （市町村課）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
今回の事案においては，委託先から試し刷り原稿の配布を 措置済み

受けた際に確認不足があったが，選挙無効になる事態を回避
するため再印刷を実施したものである。
なお，平成２９年１０月２２日執行の衆議院議員総選挙に

おいては，担当者間の事前打ち合わせの際に，原稿等の確認
をしっかりと行うよう，周知徹底を図った結果，再印刷は必
要なかった。
今後とも正確な選挙事務に努める。

（市町村課）

実績に基づく確実性を評価するだけでは，多数の印刷 令和元年７月２１日執行の参議院議員通常選挙においては，（その後の取組）
業者が存在する状況下では２号随意契約の理由が成り立 ４月に執行した徳島県知事及び徳島県議会議員一般選挙と同
つとは思われない。 様に入札が可能なもの（①投票用紙，②選挙公報，③氏名等
「過去の実績」以外の理由については，入札の際の条 掲示用紙）について，それぞれ指名競争入札を行った。

件を工夫することで対応できると思われる。 この結果，①投票用紙及び②選挙公報（選挙区）では３者，
本事業については，２号随意契約とする合理的な理由 ③氏名等掲示用紙については４者から応札があり，いずれも

がないと思われるので，競争入札の導入を考えるべきで 競争性の確保が図られた。
ある。（意見－７） （市町村課）

＜参考：令和元年5月31日公表分＞
平成３１年４月７日執行の徳島県知事及び徳島県議会議員 措置済み

一般選挙においては，資格者名簿（※）に登載されている県
内の印刷業者に対して予め選挙関係印刷業務に係る受託可否
の調査をした上で，入札が可能なもの（①投票用紙，②選挙
公報，③氏名等掲示用紙）について，それぞれ指名競争入札
を行った。
また，入札の際の条件に「県選挙管理委員会書記の立会・

作業スペースを確保すること」，「印刷時の秘密保持が確保さ
れること」，「印刷物保管のため施錠できる部屋を確保するこ
と」，「市町村選挙管理委員会が受け取りに来るためのスペー
スを確保すること」及び「無投票の場合作成を中止する場合
があること」等を付することで，選挙の管理執行業務に支障
を来さないよう努めた。
この結果，②選挙公報では２者，①投票用紙及び③氏名等
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掲示用紙については３者から応札があり，いずれも競争性の
確保が図られた。
今後も，引き続き可能な限りすべて競争入札を通じて委託

するよう努める。

（※）資格者名簿
物品の購入等の契約に係る一般競争入札及び指名競争入札

参加資格審査要綱による資格審査を受け資格を有すると認め
られた者を登載している，物品の購入等の契約に係る一般競
争入札（指名競争入札）参加資格者名簿

（市町村課）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
県内の他の印刷業者に対し，選挙関係印刷業務に係る受託 検討中

可否を調査した上で，可能なものについてはすべて競争入札
を通じて委託するよう準備を進めている。

（市町村課）

当初の契約書に記載された年月日が平成２８年５月 平成３１年度（令和元年度）執行選挙においても，担当者 （その後の取組）
２０日であり，公印が使用されたのが平成２８年９月 間の打合せ会などで，関係規程等に基づいた適切な事務処理
１日である。変更契約の契約書に記載された年月日が平 を行うよう周知徹底を図ったほか，複数職員によるダブルチ
成２８年６月２４日であり，公印が使用されたのが平成 ェックなどにより，契約書作成事務を適切に行った。
２８年１０月１８日である。これらは，あまりにも遅す （市町村課）
ぎる。適切な時期に契約書を作成しなければならない。
（意見－８） ＜参考：平成30年9月28日公表分＞

今後，関係規程等に基づいた適切な事務処理が行われるよ 措置済み
う，平成３０年３月２６日課内において研修を実施したほか，
契約書作成の遅延防止に向け，複数の職員により進行管理を
行うこととした。

（市町村課）

執行委託伺の決裁日の記載が鉛筆書きであった。鉛筆 平成３１年度（令和元年度）執行選挙においても，担当者 （その後の取組）
書きでの記載は不適切である。（意見－９） 間の打合せ会などで，関係規程等に基づいた適切な事務処理

を行うよう周知徹底を図り，当該執行委託伺の決裁日等はボ
ールペン書きとしている。

（市町村課）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
当該執行委託伺の決裁日をボールペン書きに改めた。 措置済み
今後，関係規程等に基づいた適切な事務処理が行われるよ

う，平成３０年３月２６日課内において研修を実施したほか，
人事課行政改革室長及び総務課法務文書室長名で発出された
通知「文書事務の適正な執行について」の趣旨の徹底を図っ
た。
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（市町村課）

見積書の提出依頼，委託契約締結の決裁，変更契約に 平成３１年度（令和元年度）執行選挙においても，担当者 （その後の取組）
関する見積書の提出依頼，変更契約締結の決裁，いずれ 間の打合せ会などで，関係規程等に基づいた適切な事務処理
の起案書においても，決裁日の記載がなかった。 を行うよう周知徹底を図り，起案書（紙）に決裁日等を記載
決裁年月日は，当該事業がどのような経過で実施され している。

ることになったのかを後で確認するための重要な情報で （市町村課）
あるので，書き洩らさないようにしていただきたい。（意
見－１０） ＜参考：平成30年9月28日公表分＞

起案書は電子決裁システムを用いて作成しており，決裁の 措置済み
際にはシステムへ決裁日の入力を行っているものの，起案書
（紙）への記載ができていなかったものである。
平成２９年１０月２２日執行の衆議院議員総選挙に係る諸

印刷物の作成においては，システム入力のほか，起案書（紙）
に決裁日を記載している。
今後，関係規程等に基づいた適切な事務処理が行われるよ

う，平成３０年３月２６日課内において研修を実施したほか，
人事課行政改革室長及び総務課法務文書室長名で発出された
通知「文書事務の適正な執行について」の趣旨の徹底を図っ
た。

（市町村課）

28-31 ４ 県庁来庁者駐車場等整理業務

委託先が雇用する離職者の数に応じて，業務委託の範 本件委託業務については，委託先の離職者雇用が終了した （その後の取組）
囲や内容を見直し，優遇措置を調整していかなければな 際に再度，検討を行うこととしている。
らない。離職者対策の趣旨の範囲内であることを十分吟 （管財課）
味しながら，事業継続の中身を検討すべきである。（意
見－１１） ＜参考：令和元年5月31日公表分＞

業務の機械化等，見直しの検討を行ったが，現在より経費 措置済み
の増加が見込まれるため，当面は現在の業務委託を継続し，
委託先の離職者雇用が終了した際に再度検討を行う。

（管財課）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
委託業務の内容について，離職者対策であることを念頭に 検討中

おいて関係機関と調整を行い，検討する。
（管財課）

委託先から提出された委託業務完了検査請求書に記載 徳島県文書規程等に基づいた適切な事務処理を行うため， （その後の取組）
された年月日が，県の担当者によって砂消しゴムで書き 引き続き，通知文書「文書事務の適正な執行について」を課
換えられていた。相手方の了解を得た上とはいえ，委託 員に周知するとともに，委託先から提出を受けた文書に誤り
先から提出された文書の内容を，砂消しゴムで書き換え を発見した場合は，修正を依頼し，再提出を受けることにつ
ることは許されない。（指摘－４） いて周知徹底を図った。
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（管財課）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
課内研修を実施し，徳島県文書規程等に基づいた適切な事 措置済み

務処理を行うこと，また，委託先から提出を受けた文書に誤
りを発見した場合は，修正を依頼し再提出を受けることにつ
いて周知徹底を図った。

（管財課）

委託契約締結の決裁の起案書において，決裁日の記載 徳島県文書規程等に基づいた適切な事務処理を行うため， （その後の取組）
がなかった。 引き続き，通知文書「文書事務の適正な執行について」を課
決裁年月日は，当該事業がどのような経過で実施され 員に周知するとともに，起案書への決裁年月日等の記載を徹

ることになったのかを後で確認するための重要な情報で 底した。
あるので，書き洩らさないようにしていただきたい。（意 （管財課）
見－１２）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
電子決裁システムでの起案書の施行の際には決裁年月日の 措置済み

入力を行っているものの，起案書への記載（手書き）ができ
ていなかったため，今回意見をいただいた起案書について，
決裁年月日を記載し是正を行った。
今後はこのようなことが生じないように，課内研修を実施

し，徳島県文書規程等に基づいた適切な事務処理を行うこと
について周知徹底を図った。

（管財課）

32-35 ５ 徳島県６合同庁舎中央監視・自動制御設備保守点検他業務

契約当事者の代理人である支店長等との間で契約書を 令和元年度においても，契約の主体を明らかにするため， （その後の取組）
取り交わす場合，前文に当事者の記載がない以上，委託 契約書後文中に契約の当事者である「受注者Ａ株式会社」と
契約書の末尾の「受注者」は，まず契約の主体である「Ａ 記載し，末尾の受注者についての記載は従前どおり契約当事
株式会社」について記載し，そのうえで，「Ａ株式会社」 者の代理人である支店長とした。
の代理人である「高松営業所所長」について記載すべき （管財課）
である。（意見－１３）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
契約書後文中「受注者」とのみ記載していた箇所について， 措置済み

契約の主体を明らかにするため，平成３０年度分については
契約の当事者である「受注者Ａ株式会社」と記載し，末尾の
受注者についての記載は従前どおり契約当事者の代理人であ
る支店長とした。

（管財課）

見積書の提出依頼，委託契約締結の決裁，いずれにも 徳島県文書規程等に基づいた適切な事務処理を行うため， （その後の取組）
決裁日の記載がなかった。 引き続き，「文書事務の適正な執行について（通知）」を課員
決裁年月日は，当該事業がどのような経過で実施され に周知するとともに，起案書への決裁年月日等の記載を徹底
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ることになったのかを後で確認するための重要な情報で した。
あるので，書き洩らさないようにしていただきたい。（意 （管財課）
見－１４）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
電子決裁システムでの起案書の施行の際には決裁年月日の 措置済み

入力を行っているものの，起案書への記載（手書き）ができ
ていなかったため，今回意見をいただいた起案書について，
決裁年月日を記載し是正を行った。
今後はこのようなことが生じないように，課内研修を実施

し，徳島県文書規程等に基づいた適切な事務処理を行うこと
について周知徹底を図った。

（管財課）

36-41 ６ 総合型地域スポーツクラブ運営力向上事業の委託

本事業の予定価格の約９割を占めているのが人件費で 令和元年度事業の予定価格算定においても，算定時におけ （その後の取組）
あることから，予定価格の算定に当たっては前年度実績 る担当者の人件費を基準に暫定的に金額を決定し，担当者が
を参考にするだけではなく，特定の者の確定等，相手先 決定した段階で再度積算し，契約を締結した。
と十分調整・検討し積算すべきではないだろうか。 （スポーツ振興課）
ただ，予定価格の算定時期では本事業を担当する者が

決まっていないことから，とりあえず暫定的に金額を決 ＜参考：平成30年9月28日公表分＞
定しておき，担当者が決まった段階で契約を締結するよ 平成３０年度事業の予定価格算定に当たっては，算定時に 措置済み
うに今後は進めていただきたい。（意見－１５） おける担当者の人件費を基準に暫定的に金額を決定し，担当

者が決定した段階で再度積算し，契約を締結した。
（県民スポーツ課）

すべての起案書に決裁年月日，発送年月日の記載がな 文書事務の執行については，関係規程に従うとともに，決 （その後の取組）
かった。決裁年月日，発送年月日は，当該事業がどのよ 裁日等の記載について特に留意するよう，周知徹底を行い，
うな経過で実施されることになったのかを後に確認する すべての起案書に決裁年月日，発送年月日等を記載している。
ための重要な情報であるので，書き洩らさないようにし （スポーツ振興課）
ていただきたい。（意見－１６）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
電子決裁システムでの起案書の施行の際には決裁年月日等 措置済み

の入力を行っているものの，起案書への記載（手書き）がで
きていなかったため，すべての起案書について，決裁年月日，
発送年月日を記載し，是正した。
今後はこのようなことが生じないように，文書事務の執行

については，関係規程に従うとともに，決裁日等の記載につ
いて特に留意するよう，周知徹底を行った。

（県民スポーツ課）

業務完了報告書に記載された経費の明細書について， 平成３０年度の業務完了報告時においても，委託先から出 （その後の取組）
関係証憑等の提出を求める必要があるのではないだろう 勤簿，賃金台帳等実績値算定に係る関係証憑を提出させ，実
か。委託業務の履行確認を適正に行うためにも，関係証 績との突合を行い，実績値を把握した。この結果を令和２年
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憑等を提出させ，可能な限り実績との突合を行い，実績 度の予算編成及び事業運営に役立てた。
値を把握することにより，次年度以降の予算編成および （スポーツ振興課）
事業運営に役立てていただきたい。（意見－１７）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
平成２９年度の業務完了報告時に，出勤簿，賃金台帳等実 措置済み

績値算定に係る関係証憑を提出させ，実績との突合を行い，
実績値を把握した。この結果を平成３１年度以降の予算編成
および事業運営に役立てる。

（県民スポーツ課）

42-48 ７ 徳島県子どもの「家庭と学び」のサポート事業

説明会の開催をもう少し早い時期に開催し，参加表明 説明会から参加表明書の提出期限までの期間を十分にとる （その後の取組）
書の提出期限までの期間を十分にとっていただくととも べきとの意見を踏まえ，令和２年度事業に係るプロポーザル
に，参加表明書をインターネットでも受け付け，土日で においても前年度同様に，公募から説明会までの日数と，説
も申し込みができる体制を確保することを検討していた 明会から参加表明書の提出期限までの日数のバランスを考慮
だきたい。（意見－１８） した上で，それぞれ９日と１４日に設定した。

この結果，前年度に引き続き，説明会から参加表明書の提
出期限までの期間を十分に確保することができた。

（国保・自立支援課）

＜参考：令和元年5月31日公表分＞
初めて参加する業者にとっては，説明会こそが本事業内容 措置済み

を理解する唯一の機会であるため，説明会から参加表明書の
提出期限までの期間を十分にとるべきとの意見を受けた。
公募から参加表明書の提出期限までの日数が限られている

ことから，公募から説明会までの日数と，説明会から参加表
明書の提出期限までの日数のバランスを考え，平成３１年度
事業に係るプロポーザルでは，それぞれ９日と１４日に設定
した。
この結果，説明会から参加表明書の提出期限までの期間を，

平成２８年度事業に係るプロポーザル実施時と比較して十分
（６日間→１４日間：土日含む）確保することができた。

（国保・自立支援課）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
平成３０年度事業に係るプロポーザルでは，公募開始時期 検討中

がゴールデンウィーク直前となったため，説明会に参加する
側の調整に要する期間を考慮し，公募開始から説明会開催ま
での日数を，平成２８年度事業に係るプロポーザル実施時よ
り６日（１４日間→２０日間：土日祝含む）多く確保したが，
説明会開催から参加表明書の提出期限までの日数は１日（６
日間→７日間：土日含む）多く確保できただけであった。平
成３１年度事業に係るプロポーザルの実施においては，説明
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会開催から参加表明書の提出までの期間をさらに確保するよ
う努める。
また，プロポーザル参加表明書の提出方法については，全

国の自治体においてサイバーセキュリティー対策を強化した
結果，住民や民間業者からのメールや申請書類が届かないと
いったトラブルがあったことから，インターネットでの受付
を採用することは見送ったが，これまで持参に限っていたも
のを，平成３０年度から郵送でも受け付けた。

（国保・自立支援課）

決裁年月日，発送年月日の記載がないもの，あるいは 徳島県文書規程等に基づいた適切な事務処理を行うため， （その後の取組）
記載があっても鉛筆書きのものが散見された。決裁年月 引き続き，通知文書「文書事務の適正な執行について」を課
日，発送年月日は，当該事業がどのような経過で実施さ 員に周知するとともに，起案書への決裁年月日等の記載及び
れることになったのかを後に確認するための重要な情報 ボールペン書きの徹底を図った。
であるので，書き洩らさないようにしていただきたい。 （国保・自立支援課）
また，鉛筆書きでの記載は不適切である。（意見－１９）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
電子決裁システムでの起案書の施行の際には決裁日の入力 措置済み

を行っているものの，起案書への記載（手書き）ができてい
なかったため，意見を受け，当該起案書の決裁年月日等を記
載するとともに，鉛筆書きでの記載をボールペン書きに改め
た。
今後は，関係規程等に基づいた適切な事務処理が行われる

よう，人事課行政改革室長及び総務課法務文書室長名で発出
された通知「文書事務の適正な執行について」の周知徹底を
図った。

（国保・自立支援課）

本事業を学習教室事業と高校中退防止・家庭相談事業 令和元年度においても前年度同様，本事業を学習教室事業 （その後の取組）
に分割し，学習事業についてはプロポーザル方式，高校 と高校中退防止・家庭相談事業に分割して実施するとともに，
中退防止・家庭相談事業については随意契約を採用する 学習教室での学習支援を担当する事業については，公募型プ
ことを検討していただきたい。利用者目線に立てば，相 ロポーザル方式により委託先を決定し，高校中退防止・家庭
談相手は同じであることが望ましいことは言うまでもな 相談事業については，これまで当該部分を担ってきた団体と
く，また個人情報の拡散を防止するためにも随意契約を 随意契約を行った。
採用すべきである。もし，分割できないのであれば本事 （国保・自立支援課）
業を一体として随意契約を締結することも検討していた
だきたい。行政の目線ではなく，利用者の有益性を一番 ＜参考：平成30年9月28日公表分＞
に考えた事業にし，さらなる成果を生み出すよう事業を 平成３０年度においては，本事業を学習教室事業と高校中 措置済み
継続していくべきである。（意見－２０） 退防止・家庭相談事業に分割した。

学習教室で学習の支援を担当する事業については，公募型
プロポーザル方式により委託先を決定し，高校中退防止・家
庭相談事業については，これまで当該部分を担ってきた団体
と随意契約を行った。

（国保・自立支援課）
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業務完了報告書に記載された経費の明細書について， 令和元年度においても前年度同様，委託業務の履行確認を （その後の取組）
関係証憑等の提出を求める必要があるのではないだろう 適正に行うために，委託先に毎月業務活動記録の提出を求め，
か。委託業務の履行確認を適正に行うためにも，関係証 活動量の確認を行った。
憑等を提出させ，可能な限り実績との突合を行い，実績 また，委託先から関係証憑等の提出を求め，経費の明細書
値を把握することにより，次年度以降の予算編成および との突合を行った。この結果を次年度以降の予算編成及び事
事業運営に役立てていただきたい。（意見－２１） 業運営に役立る。

（国保・自立支援課）

＜参考：令和元年5月31日公表分＞
平成３０年度の委託業務の履行確認を適正に行うために， 措置済み

委託先に毎月業務活動記録の提出を求め，活動量の確認を行
った。
また，委託先から関係証憑等の提出を求め，経費の明細書

との突合を行った。この結果を次年度以降の予算編成および
事業運営に役立てる。

（国保・自立支援課）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
平成３０年度の業務完了時には，それぞれの委託先に活動 検討中

記録の提出を求め，業務の履行状況を確認し，業務の活動量
と必要経費の妥当性を検証することとした。

（国保・自立支援課）

49-56 ８ 徳島県介護実習・普及センター運営事業

今後はプロポーザル方式を採用する等，その選択肢を 令和２年度の契約においても，施設の状況，人員及び所要 （その後の取組）
拡張することも重要である。その結果，委託先が法人Ｋ 経費等を考慮の上，プロポーザルにより委託先を選定した。
に決定されたなら，引き続き今後も，実習普及センター （長寿いきがい課）
としての運営を十分行うことができる施設，人員等の確
認を行い，必要な経費を精査したうえで，委託契約を締 ＜参考：令和元年5月31日公表分＞
結し，事業の実施を検討していただきたい。（意見－２ 平成３１年度は，施設の状況，人員及び所要経費等を考慮 措置済み
２） の上，プロポーザルにより委託先を選定した。

（長寿いきがい課）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
平成３１年度からプロポーザル方式を採用するとともに， 検討中

事業委託先の選定に当たっては，施設の状況，人員や所要経
費等を考慮の上，行うこととした。

（長寿いきがい課）

当該委託契約書には，その第８条において「乙（法人 令和元年度の契約においても，プロポーザル方式による事 （その後の取組）
Ｋ）は，委託業務計画書を甲（徳島県）に提出し，甲の 業提案時に，見積書と委託業務計画書を合わせて提出しても
承認を受けなければならないものとする」という記載が らい，委託業務計画書が妥当か確認した上で，契約を締結し，
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あるため，委託業務計画書の承認の年月日が契約書の年 支出負担行為を行った。
月日の後になっている。したがって，形式的には正しい （長寿いきがい課）
ものとはいえるが，実施計画書を吟味する前に契約の締
結をし支出負担行為をするというのは実質的には正しい ＜参考：平成30年9月28日公表分＞
やり方であるとはいいがたい。 契約内容の見直しを行い，平成３０年度から，見積書と委 措置済み
委託契約の締結は，本来，業務内容を吟味し，双方合 託業務計画書を合わせて提出してもらい，委託業務計画書を

意の上で締結すべきものであり，契約を締結した後に業 承認した上で，契約を締結し，支出負担行為を行った。
務内容を吟味するのでは，もし業務内容について双方の （長寿いきがい課）
意見が食い違ったような場合，不測の事態を招くことも
想定される。
今後は，実施計画書を吟味したうえで委託業務の締結

をし支出負担行為を行うようにしていただきたい。（意
見－２３）

決裁年月日，発送年月日の記載がないものが散見され 徳島県文書規程等に基づいた適切な事務処理を行うため， （その後の取組）
た。決裁年月日，発送年月日は，当該事業がどのような 引き続き，通知文書「文書事務の適正な執行について」を課
経過で実施されることになったのかを後に確認するため 員に周知するとともに，起案書への決裁年月日等の記載を徹
の重要な情報であるので，書き洩らさないようにしてい 底した。
ただきたい。（意見－２４） （長寿いきがい課）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
電子決裁システムでの起案書の施行の際には決裁年月日等 措置済み

の入力を行っているものの，起案書への記載（手書き）がで
きていなかったため，意見を受け，当該起案書の決裁年月日
等を記載し，是正した。
今後は，関係規程等に基づいた適切な事務処理が行われる

よう，平成３０年４月２５日に開催した課内担当リーダー会
議において，改めて，人事課行政改革室長及び総務課法務文
書室長名で発出された通知「文書事務の適正な執行について」
の周知徹底を図った。

（長寿いきがい課）

今後は，県から詳細な項目の金額が記載された見積書 令和元年度においても，プロポーザル方式による事業提案 （その後の取組）
の提出を求めるべきである。（意見－２５） 時に，各項目の金額が記載された詳細な見積書と委託業務計

画書を合わせて提出させた。
（長寿いきがい課）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
平成３０年度から各項目の金額が記載された詳細な見積書 措置済み

を提出させた。
（長寿いきがい課）

単位事業に占める当該随意契約は，金額的には総予算 平成３０年度及び令和元年度の委託業務完了承認時におい 措置済み
に占める割合は低いが，税金を使う事業である以上軽視 て，委託先から完了報告書に添付された経費の明細書に係る
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することはできない。 関係証憑の提出を受け，突合を行い実績値を把握した。
相手先である法人Ｋから提出された委託業務完了報告 また，平成３０年度分の委託料精算書については，令和２

書に添付されている経費の明細書を見ると，経費明細の 年度予算の編成及び事業運営に役立てた。
総額は１０，１３６，０００円となっている。その内訳 （長寿いきがい課）
は人件費（５，４８０，３００円）と管理費（５，２９
１，２００円）の合計額から受講料収入（６３５，５０ ＜参考：平成30年9月28日公表分＞
０円）を差し引くことにより算定されている。 平成３０年度分から委託先に対し，経費に係る関係証憑等 検討中
この経費明細について，委員報酬，職員給与，水道光 の提出を求め，実績との突合を行うこととした。

熱費等の詳細な記載があるにもかかわらず，県は関係証 （長寿いきがい課）
憑等との突合を行っておらず，業務完了承認書を送付し
ている。
今後は業務完了報告書に記載された経費の明細書につ

いて，関係証憑等の提出を求める必要があるのではない
だろうか。委託業務の履行確認を適正に行うためにも，
関係証憑等を提出させ，可能な限り実績との突合を行い，
実績値を把握することにより，次年度以降の予算編成お
よび事業運営に役立てていただきたい。（意見－２６）

57-63 ９ 介護職員によるたんの吸引等研修事業

公告の日から参加申込書の提出期限までの期間が約１ 令和元年度事業に係るプロポーザルにおいては，公告から （その後の取組）
週間しかなく，また企画提案書の提出期限までは参加申 参加申込書の提出期限までの日数を「２１日間（土日含む）」
込書の提出期限から６日しかないため，実際に事業を行 確保し，また，参加申込書の提出期限から企画提案書の提出
ったことのある事業者以外が参加しようとした場合には， 期限までは「１４日間（土日含む）」を確保して実施した。
かなり時間的にタイトであるように思われる。今後は， （長寿いきがい課）
公告から参加申込書の提出期限まで，また企画提案書の
提出期限までの時間を十分に確保する必要がある。（意 ＜参考：平成30年9月28日公表分＞
見－２７） 平成３０年度事業に係るプロポーザルにおいては，公告か 措置済み

ら参加申込書の提出期限までの日数を「１６日間（土日含む）」
確保し，また，参加申込書の提出期限から企画提案書の提出
期限までは「１４日間（土日含む）」を確保して実施した。

（長寿いきがい課）

決裁年月日，発送年月日の記載がないものが散見され 徳島県文書規程等に基づいた適切な事務処理を行うため， （その後の取組）
た。決裁年月日，発送年月日は，当該事業がどのような 引き続き，通知文書「文書事務の適正な執行について」を課
経過で実施されることになったのかを後に確認するため 員に周知するとともに，起案書への決裁年月日等の記載を徹
の重要な情報であるので，書き洩らさないようにしてい 底した。
ただきたい。（意見－２８） （長寿いきがい課）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
電子決裁システムでの起案書の施行の際には決裁年月日等 措置済み

の入力を行っているものの，起案書への記載（手書き）がで
きていなかったため，意見を受け，当該起案書の決裁年月日
等を記載し，是正した。
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今後，関係規程等に基づいた適切な事務処理が行われるよ
う，平成３０年４月２５日に開催した課内担当リーダー会議
において，改めて，人事課行政改革室長及び総務課法務文書
室長名で発出された通知「文書事務の適正な執行について」
の周知徹底を図った。

（長寿いきがい課）

契約が確定するのは，契約担当者が相手方とともに契 令和元年度においても，速やかに契約書を作成し，適切な （その後の取組）
約書に記名押印することによるのであるから（地方自治 事務処理に努めた。
法第２３４条第５項），速やかに契約書を作成するべき （長寿いきがい課）
であり，契約期間開始後３か月以上も経って契約書を作
成するのは，あまりにも遅すぎる。契約書は適切な時期 ＜参考：平成30年9月28日公表分＞
に作成しなければならない。（意見－２９） 平成３０年度は速やかに契約書を作成した。今後とも速や 措置済み

かな事務処理に努める。
（長寿いきがい課）

相手先である法人Ｋから提出された委託業務完了報告 事務処理が円滑に行えるよう，相手先に対し，契約締結の （その後の取組）
書に添付されている経費の明細書を見ると，経費明細の 段階で関係証憑等の提出について事前に説明した。令和元年
総額は６，１０５，７６０円となっている。 度においても，委託業務の完了承認の際には，完了報告書に
その内訳は賃金（１，０２０，００８円），報償費（１， 添付された経費の明細書と関係証憑等との突合を行い，実績

５３６，３８５円），旅費（１５０，０６０円），需用費 値を把握した。この結果を次年度以降の予算編成及び事業運
（２，１０８，６１１円），役務費（５６３，６９６円）， 営に役立てる。
借損（７２７，０００円）である。 （長寿いきがい課）
この経費明細について，賃金，講師謝金，印刷製本，

借上料等の詳細な記載があるにもかかわらず，県は関係 ＜参考：令和元年5月31日公表分＞
証憑等との突合を行っておらず，業務完了承認書を送付 平成３０年度の委託業務完了報告書に添付された経費の明 措置済み
している。 細書と関係証憑等との突合を行い，実績値を把握した。この
今後は業務完了報告書に記載された経費の明細書につ 結果を次年度以降の予算編成および事業運営に役立てる。

いて，関係証憑等の提出を求める必要があるのではない （長寿いきがい課）
だろうか。委託業務の履行確認を適正に行うためにも関
係証憑等を提出させ，可能な限り実績との突合を行い， ＜参考：平成30年9月28日公表分＞
実績値を把握することにより，次年度以降の予算編成お 平成３０年度分から委託先に対し，経費に係る関係証憑等 検討中
よび事業運営に役立てていただきたい。（意見－３０） の提出を求め，実績との突合を行うこととした。

（長寿いきがい課）

64-70 １０ 高齢者いきいき生活サポート事業

委託契約書にはその第４条において，「乙（法人Ｒ） 令和元年度の契約においても，平成３０年度と同様，見積 （その後の取組）
は，次の各号に掲げる事項については，速やかに提出し， 書と実施計画書を合わせて提出してもらい，実施計画書を承
甲（徳島県）の承認を受けなければならない。」とし， 認した上で，契約を締結した。
その第１項で「実施計画書に関すること。」としており， 今後も同様の手続きを行う。
契約締結後に実施計画書を提出することになっているた （長寿いきがい課生涯健康室）
め，事業実施計画書の承認の年月日が委託契約の締結の
後になっている。したがって，形式的には正しいものと ＜参考：平成30年9月28日公表分＞
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はいえるが，実施計画書を吟味する前に契約の締結をす 契約内容の見直しを行い，平成３０年度から，見積書と実 措置済み
るというのは実質的には正しいやり方であるとはいいが 施計画書を合わせて提出してもらい，実施計画書を承認した
たい。 上で，契約を締結した。
委託契約の締結は，本来，業務内容を吟味し，双方合 （長寿いきがい課いきがい・活躍推進室）

意の上で締結すべきものであり，契約を締結した後に業
務内容を吟味するのでは，もし業務内容について双方の
意見が食い違ったような場合，不測の事態を招くことも
想定される。
今後は，実施計画書を吟味したうえで委託業務の締結

を行うようにしていただきたい。（意見－３１）

事業実施計画の承認について，その公印使用の年月日 令和元年度の契約においても，平成３０年度と同様，見積 （その後の取組）
が平成２９年４月１１日となっている。つまり，事業が 書と実施計画書を合わせて提出してもらい，実施計画書を承
完了してから事業計画を承認したことになっている。し 認した上で，契約を締結し，支出負担行為を行った。
かも，支出負担行為決議書の公印使用の年月日が平成 今後も同様の手続きを行う。
２８年５月２０日になっていることから，事業計画を承 （長寿いきがい課生涯健康室）
認する前に債務負担をしたことになっており，適正とは
いいがたい。 ＜参考：平成30年9月28日公表分＞
今後は同様のことのないように注意していただきたい。 契約内容の見直しを行い，平成３０年度から，見積書と実 措置済み

（意見－３２） 施計画書を合わせて提出してもらい，実施計画書を承認した
上で，契約を締結し，支出負担行為を行った。

（長寿いきがい課いきがい・活躍推進室）

見積書の提出，委託契約の締結に関する立案書におい 徳島県文書規程等に基づいた適切な事務処理を行うため， （その後の取組）
て，決裁年月日，発送年月日の記載がなかった。決裁年 引き続き，通知文書「文書事務の適正な執行について」を課
月日，発送年月日は当該事業がどのような経過で実施さ 員に周知するとともに，起案書への決裁年月日等の記載を徹
れることになったのかを後に確認するための重要な情報 底した。
であるので，書き洩らさないようにしていただきたい。 （長寿いきがい課生涯健康室）
（意見－３３）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
電子決裁システムでの起案書の施行の際には決裁年月日等 措置済み

の入力を行っているものの，起案書への記載（手書き）がで
きていなかったため，意見を受け，当該起案書の決裁年月日
等を記載し，是正した。
今後，関係規程等に基づいた適切な事務処理が行われるよ

う，平成３０年４月２５日に開催した課内担当リーダー会議
において，改めて，人事課行政改革室長及び総務課法務文書
室長名で発出された通知「文書事務の適正な執行について」
の周知徹底を図った。

（長寿いきがい課いきがい・活躍推進室）

委託業務完了承認の立案書の公印使用の年月日が平成 平成３０年度及び令和元年度の委託業務完了承認について （その後の取組）
２９年６月１日となっているが，平成２９年６月１日は も速やかに行った。今後とも，速やかな事務処理に努める。
すでに出納整理期間も終わり，平成２９年度が始まって （長寿いきがい課生涯健康室）
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いる時期である。その時期に業務完了の承認印が押され
ているというのは不適当と言わざるを得ない。今後は， ＜参考：平成30年9月28日公表分＞
遅くとも出納整理期間内に承認をする必要がある。（指 平成２９年度の委託業務完了承認は速やかに行った。今後 措置済み
摘－５） とも速やかな事務処理に努める。

（長寿いきがい課いきがい・活躍推進室）

法人Ｒから提出された業務完了報告書には，実施した 令和元年度においても平成３０年度と同様に，業務完了報 （その後の取組）
事業の内容は市町村別に詳しく記載されているが，添付 告書の提出に際し，市町村ごとの委託料精算書の提出を受け，
されている委託料精算書には，支出については，報償費 市町村ごとの実績値を把握した。
等の科目ごとの合計金額しか記載されておらず詳細な記 また，平成３０年度分の委託料精算書については，令和２
載がなされていない。 年度予算の編成及び事業運営の参考とした。
今後は，市町村ごとの団体が作成した委託料精算書の （長寿いきがい課生涯健康室）

提出を求める必要があるのではないだろうか。当該精算
書を提出させ，市町村ごとの実績値を把握することによ ＜参考：平成30年9月28日公表分＞
り，次年度以降の予算編成および事業運営に役立ててい 市町村ごとの事業費の実績値を把握するため，平成３０年 措置済み
ただきたい。（意見－３４） 度から契約内容を見直し，業務完了報告書の提出に際し，市

町村ごとの委託料精算書を添付させることとした。この結果
を次年度以降の予算編成および事業運営に役立てる。

（長寿いきがい課いきがい・活躍推進室）

71-76 １１ 徳島県認知症介護実践研修事業

平成１２年度と比較すると現在は社会福祉法人等の質， 指摘事項に基づき，事業方法の見直しの検討も含め，適切 （その後の取組）
また同事業を実施できる規模をもつ法人の数も格段に増 な事務処理を行った。
加しており，法人Ｓしか本事業を実施できないとは考え （長寿いきがい課生涯健康室）
られない。
もちろん法人Ｓの委託事業の成果については十分に理 ＜参考：令和元年5月31日公表分＞

解できるところではあるが，今後は，同じコストでより 平成３１年度はプロポーザルにより委託先を選定した。 措置済み
高いレベルの事業が実施できるよう，プロポーザル方式 （長寿いきがい課いきがい・活躍推進室）
の採用を考えることも重要な課題である。（意見－３５）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
平成３１年度からプロポーザル方式を採用することとした。 検討中

（長寿いきがい課いきがい・活躍推進室）

委託契約書の日付が平成２８年４月１５日であり，公 令和元年度及び令和２年度においても指摘事項に基づき， （その後の取組）
印使用年月日（徳島県が契約書に記名押印した日）は， 速やかに契約書を作成した。
平成２８年１２月１６日である。 （長寿いきがい課生涯健康室）
これらは，あまりにも遅すぎる。契約書は適切な時期

に作成しなければならない。（意見－３６） ＜参考：平成30年9月28日公表分＞
平成３０年度は速やかに契約書を作成した。今後とも速や 措置済み

かな事務処理に努める。
（長寿いきがい課いきがい・活躍推進室）

委託契約の締結の起案書に，決裁年月日の記載がなか 徳島県文書規程等に基づいた適切な事務処理を行うため， （その後の取組）
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った。決裁年月日は，当該事業がどのような経過で実施 引き続き，通知文書「文書事務の適正な執行について」を課
されることになったのかを後に確認するための重要な情 員に周知するとともに，起案書への決裁年月日等の記載を徹
報であるので，書き洩らさないようにしていただきたい。 底した。
（意見－３７） （長寿いきがい課生涯健康室）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
電子決裁システムでの起案書の施行の際には決裁年月日等 措置済み

の入力を行っているものの，起案書への記載（手書き）がで
きていなかったため，意見を受け，当該起案書の決裁年月日
等を記載し，是正した。
今後，関係規程等に基づいた適切な事務処理が行われるよ

う，平成３０年４月２５日に開催した課内担当リーダー会議
において，改めて，人事課行政改革室長及び総務課法務文書
室長名で発出された通知「文書事務の適正な執行について」
の周知徹底を図った。

（長寿いきがい課いきがい・活躍推進室）

単位事業に占める当該随意契約は，金額的には総予算 令和元年度の委託業務完了承認時において，委託先から完 （その後の取組）
に占める割合は低くなっているが，税金を使う事業であ 了報告書に添付された経費の明細書に係る関係証憑の提出を
る以上軽視することはできない。 受け，突合を行い実績値を把握した。
相手先である法人Ｓから提出された委託業務完了報告 また，平成３０年度分の委託料精算書については，令和２

書に添付されている経費の明細書には，本委託業務を実 年度予算の編成及び事業運営に役立てた。
践者研修とリーダー研修に分け，その経費が細分化され （長寿いきがい課生涯健康室）
て表示されている。
これに対し，県は業務完了報告書に添付された経費の ＜参考：令和元年5月31日公表分＞

明細書について，関係証憑等との突合を行っておらず， 平成３０年度の委託業務完了報告書に添付された経費の明 措置済み
業務完了承認書を送付している。 細書と関係証憑等との突合を行い，実績値を把握した。この
今後は業務完了報告書に記載された経費の明細書につ 結果を次年度以降の予算編成および事業運営に役立てる。

いて，関係証憑等の提出を求める必要があるのではない （長寿いきがい課いきがい・活躍推進室）
だろうか。委託業務の履行確認を適正に行うためにも，
関係証憑等を提出させ，可能な限り実績との突合を行い， ＜参考：平成30年9月28日公表分＞
実績値を把握することにより，次年度以降の予算編成お 平成３０年度分から委託先に対し，経費に係る関係証憑等 検討中
よび事業運営に役立てていただきたい。（意見－３８） の提出を求め，実績との突合を行うこととした。

（長寿いきがい課いきがい・活躍推進室）

77-81 １２ 中小企業の「稼ぐ力」サポート事業（四国４県連携販路開拓プロジェクト事業）

今後は本事業の会場装飾代等，機構側でプロポーザル 令和元年度においても（公財）とくしま産業振興機構が実 （その後の取組）
方式を採用する経費については，そのプロポーザルにオ 施したプロポーザルの関係書類を精査し，適正に行われたこ
ブザーバーとして参加する等，プロポーザルが適正に行 とを確認した。
われたかどうかの検証が必要である。（意見－３９） （新未来産業課）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
平成３０年度事業で（公財）とくしま産業振興機構が実施 措置済み
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したプロポーザルの関係書類を精査し，適正に行われたこと
を確認した。

（新未来産業課）

委託契約書に記載された年月日が平成２８年６月１日 令和元年度においても指摘事項に基づき，速やかに契約書 （その後の取組）
であるのに対し，実際に公印が押され委託契約書が作成 を作成した。現在も継続して取り組んでいる。
されたのは平成２８年１２月６日である。これは，あま （新未来産業課）
りにも遅すぎる。契約書は適切な時期に作成しなければ
ならない。（意見－４０） ＜参考：平成30年9月28日公表分＞

（公財）とくしま産業振興機構と協議を行い，契約書の速 措置済み
やかな作成の必要性について相互確認し，平成３０年度の契
約書を作成した。
また，包括外部監査結果報告書を課内で回覧するとともに，

速やかな契約書作成について周知徹底を図った。
（新未来産業課）

経費の明細書と関係証憑等との突合を行った結果とし 平成３０年度及び令和元年度事業の業務完了時においても，（その後の取組）
て，委託事業に係った支出の実績値を把握しているので 経費の明細書と関係証憑等との突合を行い，委託事業に係っ
あれば，次年度以降の予算編成および事業運営に役立て た支出の実績値を把握した。また，平成３０年度の結果を令
ていただきたい。（意見－４１） 和２年度当初予算編成の参考にするなど，現在も継続して当

初予算編成及び今後の事業の効率的運営に役立てている。
（新未来産業課）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
平成２９年度事業の業務完了時においても，経費の明細書 措置済み

と関係証憑等との突合を行い，委託事業に係った支出の実績
値を把握した。この結果を平成３１年度当初予算編成及び今
後の事業の効率的運営に役立てる。

（新未来産業課）

82-87 １３ 医療観光通訳育成・スキルアップ等事業

再委託について，承諾なく可能なもの，書面による承 業務委託において再委託が許される範囲の基準については， 措置中
諾があれば可能なもの，承諾できず不可能なもの，を区 作成に着手しており，庁内各課と連携して明確化し，令和２
別する基準について，明確にすべきである。（意見－４ 年度中に再委託の基準を示す予定である。
２） （管財課）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
再委託の基準の作成に向け検討中である。 検討中

（管財課）

契約が確定するのは，契約担当者が相手方とともに契 令和元年度の当課の契約においては，指摘事項に基づき， （その後の取組）
約書に記名押印することによるのであるから（地方自治 速やかに契約書を作成した。現在も継続して取り組んでいる。
法第２３４条第５項），速やかに契約書を作成すべきで （新未来産業課）
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ある。委託期間の終了後に，契約の締結及び再委託の承
諾をするのは，遅すぎると言わざるを得ない。（指摘－ ＜参考：平成30年9月28日公表分＞
６） 「医療観光通訳育成・スキルアップ等事業」は平成２９年 措置済み

度以降，実施していないが，類似の事業である「健康・医療
関連企業雇用拡大推進事業」について，平成３０年度は速や
かに契約書を作成した。
また，包括外部監査結果報告書を課内で回覧するとともに，

速やかな契約書作成について周知徹底を図った。
（新未来産業課）

決裁年月日，発送年月日の記載がないものが散見され 徳島県文書規程等に基づいた適切な事務処理を行うため， （その後の取組）
た。決裁年月日，発送年月日は当該事業がどのような経 引き続き，通知文書「文書事務の適正な執行について」を課
過で実施されることになったのかを後に確認するための 員に周知するとともに，起案書への決裁年月日等の記載を徹
重要な情報であるので，書き洩らさないようにしていた 底した。
だきたい。（意見－４３） （新未来産業課）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
電子決裁システムでの立案文書の施行の際には決裁年月日 措置済み

等の入力を行っているものの，立案文書への記載（手書き）
ができていなかったため，意見を受け，当該立案文書の決裁
年月日等を記入し，是正を行った。
また，包括外部監査結果報告書を課内で回覧するとともに，

決裁年月日等の記載漏れの無いよう周知徹底を図った。
（新未来産業課）

当該随意契約の重要性から，本事業の効果とそれに対 類似の事業である「健康・医療関連企業雇用拡大推進事業」 （その後の取組）
する費用の検証は重要課題である。事業実施実績報告書 について，平成３０年度事業の業務完了時においても，委託
に添付されている経費の明細，従業員の業務日誌等を検 先から経費の明細に係る関係証憑の提出を受け，突合を行い，
討することにより，事業の内容については十分に理解で 委託事業に係る支出の実績値を把握した。この結果を令和２
きるところではあるが，費用の検証については不十分な 年度当初予算編成及び今後の事業の効率的運営に役立てた。
ように思われる。 （新未来産業課）
今後は関係証憑等の提出を求め，費用の妥当性・適正

性について検討することが必要である。委託業務の履行 ＜参考：平成30年9月28日公表分＞
確認を適正に行うためにも，関係証憑等を提出させ，可 「医療観光通訳育成・スキルアップ等事業」は平成２９年 措置済み
能な限り実績との突合を行い，実績値を把握することに 度以降，実施していないが，類似の事業である「健康・医療
より，次年度以降の予算編成および事業運営に役立てて 関連企業雇用拡大推進事業」について，平成２９年度事業の
いただきたい。（意見－４４） 業務完了時において，経費の明細書と関係証憑等との突合を

行い，委託事業に係る支出の実績値を把握した。この結果を
平成３１年度当初予算編成及び今後の事業の効率的運営に役
立てる。

（新未来産業課）

88-93 １４ プロフェッショナル人材戦略拠点運営事業
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委託契約書に記載された年月日が平成２８年４月１日 令和元年度の契約締結においても，速やかに契約書を作成 （その後の取組）
であるのに，実際に公印が押され委託契約書が作成され した。
たのは平成２８年７月１９日である。これは，あまりに （労働雇用戦略課）
も遅すぎる。契約書は適切な時期に作成しなければなら
ない。（意見－４５） ＜参考：平成30年9月28日公表分＞

平成３０年度の契約締結においては，早期に事務手続きを 措置済み
行った。

（労働雇用戦略課）

見積書の提出依頼，委託契約締結の決裁，変更契約締 徳島県文書規程等に基づいた適切な事務処理を行うため， （その後の取組）
結の決裁，業務完了承認の決裁，いずれにも決裁日の記 引き続き，通知文書「文書事務の適正な執行について」を課
載がなかった。決裁年月日は，当該事業がどのような経 員に周知するとともに，起案書への決裁年月日等の記載を徹
過で実施されることになったのかを後で確認するための 底した。現在も関係規程に従い，適正に処理を行っている。
重要な情報であるので，書き洩らさないようにしていた （労働雇用戦略課）
だきたい。（意見－４６）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
電子決裁システムでの立案文書の施行の際には決裁年月日 措置済み

の入力を行っているものの，立案文書への記載（手書き）が
できていなかったため，意見を受け，当該立案文書の決裁年
月日を記入し，是正を行った。
また，「文書事務の適正な執行について（平成３０年４月

１３日付け行第７号・法第３号）」及び「文書事務の適正な
処理について（平成３０年６月４日付け法第２７号）」の通
知文を所属内全職員に周知し，今後はこのような不備が生じ
ないよう，徳島県文書規程などの関係規程に従い，適正に処
理するよう努めることとした。

（労働雇用戦略課）

事業年度内に再委託事業が終了したことは，実際にＤ 平成３０年度，令和元年度については再委託は行っていな （その後の取組）
ＶＤ映像をみて確認しているとのことであるが，委託先 いが，今後，再委託する場合には，再委託先を確認できる関
から，再委託の契約書，請求書，領収書などの提出を受 係書類を提出させ，事前に承諾を行う。また，委託先から再
けていないため，再委託先は記録上確認できない。 委託の契約書，請求書，領収書等の提出を求め，再委託の契
どのような業者に再委託するかは，反社会勢力の関与 約内容の確認を行い，県において保管する。

を防ぐ意味でも把握しておくべき事柄であり，その点に （労働雇用戦略課）
ついて十分な手続きがなされたとは言えない。再委託先
はできる限り早期に把握するべきであるし，また，再委 ＜参考：平成30年9月28日公表分＞
託に関する書類も委託先に提出を求めて保管しておくべ 平成２８年度の事業については，速やかに委託先から再委 措置済み
きである。（意見－４７） 託の契約書，請求書，領収書などの提出を受け，再委託の契

約内容の確認を行い，県において保管した。
なお，平成２９年度においては，再委託する際に事前に承

諾を行い，再委託先を確認できる再委託契約書等の関係書類
を遅滞なく県に提出させた。
今後とも，再委託の承諾に係る事務処理を速やかに行うよ

う努める。
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（労働雇用戦略課）

再委託について，承諾なく可能なもの，書面による承 業務委託において再委託が許される範囲の基準については， 措置中
諾があれば可能なもの，承諾できず不可能なもの，を区 作成に着手しており，庁内各課と連携して明確化し，令和２
別する基準について，明確に定めるべきである。（意見 年度中に再委託の基準を示す予定である。
－４８） （管財課）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
再委託の基準の作成に向け検討中である。 検討中

（管財課）

94-98 １５ 魅力あふれる「阿波とくしま」観光誘客促進事業の企画及び実施業務

委託先から提出された見積書は，合計１４，８６７， 令和元年度においても，委託契約締結の際，見積書に各事 （その後の取組）
０００円のところ，補助金１，７００，０００円，事業 業費の内訳を添付させることで見積金額の妥当性を確認した。
費１２，９５７，０００円，事務費２１０，０００円と また，「見積書チェックシート」により，見積金額の妥当性
しか区分けされていない。見積りの段階で，より詳しい について複数人が確認した。
内訳を提出させて，その金額の妥当性を確認しなければ （観光政策課）
ならない。妥当性の確認については，その経過を記録に
残すことも必要である。（意見－４９） ＜参考：平成30年9月28日公表分＞

平成３０年度の委託契約締結の際，見積書に各事業費の内 措置済み
訳を添付させることで見積金額の妥当性を確認した。また，
新たに「見積書チェックシート」を作成し，見積金額の妥当
性について複数人が確認するよう改善を行った。

（観光政策課）

理由もなく基本書式から外れた内容の契約を締結して 令和元年度契約分においても，管財課が指定した基本書式 （その後の取組）
はならない。 を用い，再委託に関して書面による承諾が必要な旨を記載し
再委託の承諾は，書面によることとしておかなければ た。

ならない。（意見－５０） （観光政策課）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
平成３０年度契約分から，管財課が指定した基本書式を用 措置済み

い，再委託に関して書面による承諾が必要な旨を記載した。
（観光政策課）

見積書の提出依頼，業務完了承認の決裁，いずれも決 徳島県文書規程等に基づいた適切な事務処理を行うため， （その後の取組）
裁年月日と発送年月日が鉛筆書きであった。鉛筆書きで 引き続き，通知文書「文書事務の適正な執行について」を課
の記載は不適切である。（意見－５１） 員に周知するとともに，起案書への決裁年月日等をボールペ

ン書きで記載している。
（観光政策課）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
当該見積書の提出依頼，業務完了承認の決裁年月日と発送 措置済み
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年月日をボールペン書きに改めた。
今後，関係規程等に基づいた適切な事務処理が行われるよ

う，人事課行政改革室長及び総務課法務文書室長名で発出さ
れた通知「文書事務の適正な執行について」の趣旨の徹底を
図った。

（観光政策課）

委託契約締結の決裁，前金払の決裁，いずれも決裁年 徳島県文書規程等に基づいた適切な事務処理を行うため， （その後の取組）
月日と発送年月日に記載がなかった。 引き続き，通知文書「文書事務の適正な執行について」を課
決裁年月日は，当該事業がどのような経過で実施され 員に周知するとともに，起案書への決裁年月日等の記載を徹

ることになったのかを後で確認するための重要な情報で 底し，記載洩れがないことを確認した。
あるので，書き洩らさないようにしていただきたい。（意 （観光政策課）
見－５２）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
電子決裁システムでの立案文書の施行の際には決裁年月日 措置済み

等の入力を行っているものの，立案文書への記載（手書き）
ができていなかったため，意見を受け，当該立案文書の決裁
年月日等を記入し，是正を行った。
今後，関係規程等に基づいた適切な事務処理が行われるよ

う，人事課行政改革室長及び総務課法務文書室長名で発出さ
れた通知「文書事務の適正な執行について」の趣旨の徹底を
図った。

（観光政策課）

99-101 １６ 徳島県観光ガイドマップの購入

購入伺い，見積書の提出依頼，検収伺い，いずれも決 徳島県文書規程等に基づいた適切な事務処理を行うため， （その後の取組）
裁日の記載が鉛筆書きであった。鉛筆書きでの記載は不 引き続き，通知文書「文書事務の適正な執行について」を課
適切である。（意見－５３） 員に周知するとともに，起案書への決裁年月日等をボールペ

ン書きで記載している。
（観光政策課）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
当該購入伺い，見積書の提出依頼，検収伺いの決裁年月日 措置済み

をボールペン書きに改めた。
今後，関係規程等に基づいた適切な事務処理が行われるよ

う，人事課行政改革室長及び総務課法務文書室長名で発出さ
れた通知「文書事務の適正な執行について」の趣旨の徹底を
図った。

（観光政策課）

購入契約締結の決裁の起案書において，決裁日の記載 徳島県文書規程等に基づいた適切な事務処理を行うため， （その後の取組）
がなかった。 引き続き，通知文書「文書事務の適正な執行について」を課
決裁年月日は，当該事業がどのような経過で実施され 員に周知するとともに，起案書への決裁年月日等の記載を徹
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ることになったのかを後で確認するための重要な情報で 底し，記載洩れがないことを確認した。
あるので，書き洩らさないようにしていただきたい。（意 （観光政策課）
見－５４）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
電子決裁システムでの立案文書の施行の際には決裁年月日 措置済み

の入力を行っているものの，立案文書への記載（手書き）が
できていなかったため，意見を受け，当該立案文書の決裁年
月日を記入し，是正を行った。
今後，関係規程等に基づいた適切な事務処理が行われるよ

う，人事課行政改革室長及び総務課法務文書室長名で発出さ
れた通知「文書事務の適正な執行について」の趣旨の徹底を
図った。

（観光政策課）

102-105 １７ ｖｓ東京「おどる宝島！パスポート」キャンペーン事業実施業務

見積書の提出依頼，委託契約締結の決裁，前金払伺い， 徳島県文書規程等に基づいた適切な事務処理を行うため， （その後の取組）
委託業務完了承認の決裁，いずれも決裁日の記載がなか 引き続き，通知文書「文書事務の適正な執行について」を課
った。 員に周知するとともに，起案書への決裁年月日等の記載を徹
決裁年月日は，当該事業がどのような経過で実施され 底し，記載洩れがないことを確認した。

ることになったのかを後で確認するための重要な情報で （観光政策課）
あるので，書き洩らさないようにしていただきたい。（意
見－５５） ＜参考：平成30年9月28日公表分＞

電子決裁システムでの立案文書の施行の際には決裁年月日 措置済み
の入力を行っているものの，立案文書への記載（手書き）が
できていなかったため，意見を受け，当該立案文書の決裁年
月日を記入し，是正を行った。
今後，関係規程等に基づいた適切な事務処理が行われるよ

う，人事課行政改革室長及び総務課法務文書室長名で発出さ
れた通知「文書事務の適正な執行について」の趣旨の徹底を
図った。

（観光政策課）

契約書に記載された年月日が平成２８年４月１日であ 令和元年度の契約締結についても，早期に事務手続を行っ （その後の取組）
り，公印が使用されたのが平成２９年２月１４日である。 た。
これは，あまりにも遅すぎる。適切な時期に契約書を作 （観光政策課）
成しなければならない。（意見－５６）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
平成３０年度の契約締結においては，早期に事務手続を行 措置済み

った。
（観光政策課）

106-109 １８ ４Ｋライブラリー構築業務
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契約書に記載された年月日が平成２８年４月１日であ 「４Ｋライブラリー構築業務」は平成２８年度で終了した （その後の取組）
り，公印が使用されたのが平成２８年７月１５日である。 が，令和元年度の当課の契約締結については，早期に事務手
これは，あまりにも遅すぎる。適切な時期に契約書を作 続を行った。
成しなければならない。（意見－５７） （観光政策課）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
「４Ｋライブラリー構築業務」は平成２８年度で終了した 措置済み

が，平成３０年度の当課の契約においては，早期に事務手続
を行っている。

（観光政策課）

完了報告書の年月日，その承認伺いの立案日，決裁日， 「４Ｋライブラリー構築業務」は平成２８年度で終了した （その後の取組）
発送日が，いずれも平成２９年３月３１日である。また， が，令和元年度の当課の契約事務については，意見の趣旨を
委託業務完了承認書に記載された業務完了日，完了報告 踏まえ，適正な執行を行った。
日，検査日も平成２９年３月３１日である。ところが， （観光政策課）
委託業務完了承認書に公印が押されたのは，平成２９年
３月３０日である。 ＜参考：平成30年9月28日公表分＞
今後は，書面上矛盾が残るこのような事態が二度と発 「４Ｋライブラリー構築業務」は平成２８年度で終了した 措置済み

生しないようにしていただきたい。（意見－５８） が，今後は意見の趣旨を踏まえ，契約事務の適正な執行に努
める。

（観光政策課）

110-115 １９ ときめき★あわ旅～あわ文化体感博～における観光誘客促進事業

委託契約書の前文の契約当事者「乙」の記載は，「株 「ときめき★あわ旅～あわ文化体感博～における観光誘客 （その後の取組）
式会社Ｒ徳島営業所」ではなく，委託契約の相手方であ 促進事業」は平成２９年度で終了したが，令和元年度の当課
る「株式会社Ｒ」としておかなければならない。 の契約においては，管財課長名で発出された通知「委託契約
委託契約書の末尾の契約当事者「乙」の記載も，まず 書作成上の留意点について」の趣旨を踏まえ，契約当事者及

契約の主体である「株式会社Ｒ」について記載し，その び代理人の記載が適切にできていることを確認し，契約書を
うえで，「株式会社Ｒ」の代理人である「徳島営業所所 取り交わした。
長」について記載するのが本来である。（意見－５９） （観光政策課）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
管財課長名で発出された通知「委託契約書作成上の留意点 措置済み

について」の趣旨の徹底を図った。
また，「ときめき★あわ旅～あわ文化体感博～における観

光誘客促進事業」は平成２９年度で終了したが，平成３０年
度の当課の契約においては，契約当事者及び代理人の記載が
適切にできていることを確認して，契約書を取り交わした。

（観光政策課）

委託先からの提出書類の作成名義人が，委託先の代理 「ときめき★あわ旅～あわ文化体感博～における観光誘客 （その後の取組）
人として委任状に記載された者であることを確認して， 促進事業」は平成２９年度で終了したが，令和元年度の当課
真正な代理人との間で取引を行わなければならない。 の契約においては，提出された書類の作成名義人及び契約書
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委託契約書の記名押印者が，委託先の代理人として委 の記名押印者が，契約当事者から委任を受けた真正な代理人
任状に記載された者であることを確認して，真正な代理 であることを確認した上で締結を行った。
人との間で契約書を取り交わさなければならない。（意 （観光政策課）
見－６０）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
「ときめき★あわ旅～あわ文化体感博～における観光誘客 措置済み

促進事業」は平成２９年度で終了したが，平成３０年度の当
課の契約においては，提出された書類の作成名義人及び契約
書の記名押印者が，契約当事者から委任を受けた真正な代理
人であることを確認している。

（観光政策課）

理由もなく基本書式から外れた内容の契約を締結して 「ときめき★あわ旅～あわ文化体感博～における観光誘客 （その後の取組）
はならない。 促進事業」は平成２９年度で終了したが，令和元年度の当課
再委託の承諾は，書面によることとしておかなければ の契約においては，管財課が指定した基本書式を用い，再委

ならない。（意見－６１） 託に関して書面による承諾が必要な旨を記載した。
（観光政策課）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
「ときめき★あわ旅～あわ文化体感博～における観光誘客 措置済み

促進事業」は平成２９年度で終了したが，平成３０年度の当
課の契約においては，管財課が指定した基本書式を用い，再
委託に関して書面による承諾が必要な旨を記載するよう改善
している。

（観光政策課）

見積書の提出依頼，契約締結の決裁，完了承認の決裁 徳島県文書規程等に基づいた適切な事務処理を行うため， （その後の取組）
の，決裁日の記載が鉛筆書きであった。鉛筆書きでの記 引き続き，通知文書「文書事務の適正な執行について」を課
載は不適切である。（意見－６２） 員に周知するとともに，起案書への決裁年月日等をボールペ

ン書きで記載している。
（観光政策課）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
当該見積書の提出依頼，契約締結の決裁，完了承認の決裁 措置済み

年月日をボールペン書きに改めた。
今後，関係規程等に基づいた適切な事務処理が行われるよ

う，人事課行政改革室長及び総務課法務文書室長名で発出さ
れた通知「文書事務の適正な執行について」の趣旨の徹底を
図った。

（観光政策課）

契約書に記載された年月日が平成２８年１０月２５日 「ときめき★あわ旅～あわ文化体感博～における観光誘客 （その後の取組）
であり，公印が使用されたのが平成２９年３月２２日で 促進事業」は平成２９年度で終了したが，令和元年度の当課
あるのは，あまりにも遅すぎる。適切な時期に契約書を の契約については，早期に事務手続を行った。
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作成しなければならない。（意見－６３） （観光政策課）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
「ときめき★あわ旅～あわ文化体感博～における観光誘客 措置済み

促進事業」は平成２９年度で終了したが，平成３０年度の当
課の契約においては，早期に事務手続を行っている。

（観光政策課）

116-120 ２０ 「秋の阿波おどり～阿波おどり大絵巻～」イベント実施委託業務

見積りの段階で，減額できる部分がないのか十分に検 令和元年度においては，前年度の開催実績を検証し，集客 （その後の取組）
討し，その検討の経過を記録に残すことが必要である。 の乏しいものや事業効果の薄いものを廃止した上で，新たに
（意見－６４） 集客が見込まれるイベントを企画するとともに，減額できる

部分がないのか十分に検討し，その検討の経過を記録に残し
た。

（観光政策課）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
平成３０年度においては，前年度開催時のアンケート結果 措置済み

等を検討し，集客の乏しいものや事業効果の薄いものを廃止
した上で，新たに集客が見込まれるイベントを企画するとと
もに，減額できる部分がないのか十分に検討し，その検討の
経過を記録に残した。

（観光政策課）

理由もなく基本書式から外れた内容の契約を締結して 令和元年度契約分についても，管財課が指定した基本書式 （その後の取組）
はならない。 を用い，再委託に関して書面による承諾が必要な旨を記載し
再委託の承諾は，書面によることとしておかなければ た。

ならない。（意見－６５） （観光政策課）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
平成３０年度契約分から，管財課が指定した基本書式を用 措置済み

い，再委託に関して書面による承諾が必要な旨を記載した。
（観光政策課）

業務完了報告を受ける際に，外部に支払った部分につ 令和元年度の業務完了報告においても，委託先から外部に （その後の取組）
いては，可能な限り領収書や通帳等の支払関係証憑の写 支払った部分についての領収書や振込証明書等の証憑書類を
しを提出させておくべきである。（意見－６６） 提出させ，確認を行った。

（観光政策課）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
平成２９年度の業務完了報告において，外部に支払った部 措置済み

分については，領収書や振込証明書等を提出させた。
（観光政策課）
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再委託について，承諾なく可能なもの，書面による承 業務委託において再委託が許される範囲の基準については， 措置中
諾があれば可能なもの，承諾できず不可能なもの，を区 作成に着手しており，庁内各課と連携して明確化し，令和２
別する基準について，明確に定めるべきである。（意見 年度中に再委託の基準を示す予定である。
－６７） （管財課）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
再委託の基準の作成に向け検討中である。 検討中

（管財課）

契約書に記載された年月日が平成２８年８月２６日で 令和元年度の契約締結においても，早期に事務手続を行っ （その後の取組）
あり，公印が使用されたのが平成２９年１月１３日であ た。
る。これは，あまりにも遅すぎる。適切な時期に契約書 （観光政策課）
を作成しなければならない。（意見－６８）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
平成３０年度の契約締結においては，早期に事務手続を行 措置済み

った。
（観光政策課）

121-126 ２１ 海外発信及び海外との関係強化推進事業の企画及び実施業務

１回限りのイベント的要素の強い本事業のような事業 本事業については，平成３０年度から県が直接実施してい （その後の取組）
については，予算の枠を決めたあと，事業の詳細を詰め るが，今後，同様な事案があった場合には，委託先から事業
て確定していくという過程をたどらざるを得ない面があ の実施内容・成果等を確認できる資料の提出を受け，適正に
る。ただ，事業の中身よりも先に予算の枠が決まってい 保管することとしている。
ると，当該枠内で事業が実施されればよく，事業実施に （観光政策課海外誘客室）
あたっての効率性や経済性を考えることが後回しになり
がちであるという側面があることは否定できない。事業 ＜参考：平成30年9月28日公表分＞
の効率性や経済性を事後的に測るためにも，当該事業に 平成２８年度分は，監査実施期間中に委託先から事業の実 措置済み
ついて，最終的にどのようなことが行われ，それにどの 施内容・成果を確認できる資料を取り寄せ，速やかに対応し
ような経費が掛かったのかを把握することは不可欠であ た。平成２９年度分についても，事業成果報告書の提出を受
る。 け適正に保管するよう改善した。
本事業について担当課から提出された資料の中には， （観光政策課誘客営業室）

当初，各事業の実施内容や成果を確認できる資料はなか
ったものの，後に委託先から資料を取り寄せ，提出があ
った。また，今後は事業の実施内容や成果を確認するた
め，委託先から資料を取り寄せることにするとの方針表
明があったことは評価できる。
今後もその資料のもつ意味合いを考え，的確な資料を

残すようにしていただきたい。（意見－６９）

事業の担当課に事務局がおかれている任意団体に事業 令和元年度においても，引き続き，県が直接実施している。 （その後の取組）
の委託をするのは，当該任意団体のメンバーが一堂に会 （観光政策課海外誘客室）
し，実質的な協議をして方向性を決めることが必要であ
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るなど，団体本来の役割を果たすことが期待できる場合 ＜参考：平成30年9月28日公表分＞
に限定するべきである。（意見－７０） 担当課に事務局を置く任意団体への委託については，団体 措置済み

本来の役割を果たすことが期待できる場合に限定することと
し，事業の内容を精査した結果，平成３０年度から当該事業
は，県が直接実施することとした。

（観光政策課誘客営業室）

事業の一部が再委託されているところ，当該再委託先 本事業については，平成３０年度から県が直接実施してい （その後の取組）
が選定された理由の説明は，再委託承諾申請書が１枚あ るが，今後，同様な事案があった場合には，委託先から再委
るだけである。 託先の選定手続きが適正に行われたことを確認できる資料の
当該申請書には，委託先が，再委託先を選定するため， 提出を受けることとしている。

平成２８年９月９日から同月１６日までの間，企画提案 （観光政策課海外誘客室）
者を募集したうえ，委託業者審査委員会で審査し，再委
託先を選定したとある。 ＜参考：平成30年9月28日公表分＞
当該選定手続きが適正に行われたことを確認できる資 平成２８年度及び２９年度分について，再委託先の選定手 措置済み

料も取得しておくべきである。（意見－７１） 続きが適正に行われたことを確認できる資料を取得した。
（観光政策課誘客営業室）

契約上，事業の一部を再委託するには，あらかじめ県 本事業については，平成３０年度から県が直接実施してい （その後の取組）
の書面による承諾を得なければならないことになってい るが，今後，同様な事案があった場合には，委託先から再委
るところ，公印使用の日付からみる限り，県の書面によ 託を確認できる関係書類の提出を受け，事前に書面による承
る承諾は，平成２９年３月３０日になされている。にも 諾を行うこととしている。
かかわらず，Ｉ社の徳島県国際観光テーマ地区推進協議 （観光政策課海外誘客室）
会への業務完了報告書は，平成２９年１月３１日に出さ
れており，同日までに再委託された一部の事業は終了し ＜参考：平成30年9月28日公表分＞
ている。県の書面による承諾がないまま，事業の一部が 県として再委託の内容は把握していたものの，事務手続き 措置済み
再委託されて実施されたことになっている。今後はこの が大幅に遅れてしまったため，今後はこのようなことが発生
ようなことが発生しないようにしていただきたい。（意 しないよう努める。
見－７２） なお，平成３０年度から当該事業は，県が直接実施するこ

ととしたため，再委託に係るものはなくなった。
（観光政策課誘客営業室）

上記のとおり，決裁年月日の記載のないものが散見さ 徳島県文書規程等に基づいた適切な事務処理を行うため， （その後の取組）
れた。決裁年月日は，当該事業がどのような経過で実施 引き続き，通知文書「文書事務の適正な執行について」を課
されることになったのかを後に確認するための重要な情 員に周知するとともに，立案文書に決裁年月日等を記載し，
報であるので，書き洩らさないようにしていただきたい。 記載洩れがないことを確認している。
（意見－７３） （観光政策課海外誘客室）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
電子決裁システムでの立案文書の施行の際には決裁年月日 措置済み

の入力を行っているものの，立案文書への記載（手書き）が
できていなかったため，意見を受け，当該立案文書の決裁年
月日を記入し，是正を行った。
今後，関係規程等に基づいた適切な事務処理が行われるよ
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う，人事課行政改革室長及び総務課法務文書室長名で発出さ
れた通知「文書事務の適正な執行について」の趣旨の徹底を
図った。

（観光政策課誘客営業室）

127-131 ２２ 徳島県外国人観光誘客促進事業（ＶＪ地方連携事業）の企画及び実施業務

本事業も，１回限りのイベント的要素の強い事業であ 本事業については，平成３０年度から県が直接実施してい （その後の取組）
るから，「２１」の事業と同様の観点からの注意が必要 るが，今後，同様な事案があった場合には，委託先から事業
である。（意見－７４） の実施内容・成果等を確認できる資料の提出を受け，適正に

保管することとしている。
（観光政策課海外誘客室）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
平成２８年度分は，監査実施期間中に委託先から事業の実 措置済み

施内容・成果を確認できる資料を取り寄せ，速やかに対応し
た。平成２９年度分についても，事業成果報告書の提出を受
け適正に保管するよう改善した。

（観光政策課誘客営業室）

本件事業も，徳島県国際観光テーマ地区推進協議会と 本事業については，平成３０年度から県が直接実施してい （その後の取組）
いう任意団体に委託して実施しているので，「２１」の るが，今後，同様な事案があった場合には，委託先から再委
事業と同様の観点からの注意が必要である。 託先の選定手続きが適正に行われたことを確認できる資料の
また，本事業についても，二つの事業が再委託されて 提出を受けることとしている。

いるところ，当該再委託先は，企画提案の公募により行 （観光政策課海外誘客室）
われ，最も優秀な事業者が選定されたと理由の説明があ
る。ただ，選定手続きの具体的な経過は不明である。 ＜参考：平成30年9月28日公表分＞
二つの再委託契約はともに複数の委託者があり，国が 担当課に事務局を置く任意団体への委託については，団体 措置済み

選定手続きの取りまとめをしたとのことである。 本来の役割を果たすことが期待できる場合に限定することと
委託先を通じて，再委託先がどのように選定されたの し，事業の内容を精査した結果，平成３０年度から当該事業

かが確認できる資料を取得しておくべきである。（意見 は，県が直接実施することとした。
－７５） また，平成２８年度及び２９年度の再委託について，事業

者選定手続きの取りまとめを行った国（運輸局）から選定手
続きを確認できる資料を取得し，適正に行われていることが
認められた。

（観光政策課誘客営業室）

契約上，事業の一部を再委託するには，あらかじめ県 本事業については，平成３０年度から県が直接実施してい （その後の取組）
の書面による承諾を得なければならないことになってい るが，今後，同様な事案があった場合には，委託先から再委
るが，公印使用の日付からみる限り，ここでも県の書面 託を確認できる関係書類の提出を受け，事前に書面による承
による承諾がないまま，事業の一部が再委託されて実施 諾を行うこととしている。
されたことになっている。今後はこのようなことが発生 （観光政策課海外誘客室）
しないようにしていただきたい。（意見－７６）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
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県として再委託の内容は把握していたものの，事務手続き 措置済み
が大幅に遅れてしまったため，今後はこのようなことが発生
しないよう努める。
なお，平成３０年度から当該事業は，県が直接実施するこ

ととしたため，再委託に係るものはなくなった。
（観光政策課誘客営業室）

決裁年月日の記載を書き洩らさないようにしていただ 徳島県文書規程等に基づいた適切な事務処理を行うため， （その後の取組）
きたい。（意見－７７） 引き続き，通知文書「文書事務の適正な執行について」を課

員に周知するとともに，立案文書に決裁年月日等を記載し，
記載洩れがないことを確認している。

（観光政策課海外誘客室）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
電子決裁システムでの立案文書の施行の際には決裁年月日 措置済み

の入力を行っているものの，立案文書への記載（手書き）が
できていなかったため，意見を受け，当該立案文書の決裁年
月日を記入し，是正を行った。
今後，関係規程等に基づいた適切な事務処理が行われるよ

う，人事課行政改革室長及び総務課法務文書室長名で発出さ
れた通知「文書事務の適正な執行について」の趣旨の徹底を
図った。

（観光政策課誘客営業室）

132-135 ２３ 徳島県外国人観光誘客促進事業の企画及び実施業務

本事業については，当初予算が１５，６００，０００ 本事業については，平成３０年度から一部を除き県が直接 （その後の取組）
円であったのに，最終的な実績は，１１，１９６，０６ 実施しているが，今後，同様な事案があった場合には，委託
２円と当初予算の７割程度に止まっている。 先から当初予算の項目に対応した実績報告の提出を求め，適
しかし，そのような結果になった理由は，書類を一見 正に保管することとしている。

しただけではわからない。予算編成時には，ある程度細 （観光政策課海外誘客室）
かく項目分けして，具体的に予算価格を積算しているが，
それに対応する実績がどのようなものであるかを確認で ＜参考：平成30年9月28日公表分＞
きる資料はみあたらない。これでは，多岐にわたる事業 平成２８年度分について，当初予算の項目に対応した実績 措置済み
のうち，どの事業がどの程度実施され，どの事業は実施 報告の提出を受けた。
されなかったのかを確認することができないし，ひいて 平成２８年度に当初予算と比べて減額となった主な要因と
は，個別の事業について，次年度以降にどのような形で しては，「受入環境整備」として実施した事業者等向け助成
具体的に事業を続けていくのか，また，続けていかない 制度申請実績に応じた減額や，「情報提供ツール・滞在コン
のかを判断するのに困ることになる。 テンツの充実」に関して，更新にかかる費用が発生しなかっ
十分には資料が取得できていないと言わざるを得ない。 たこと，「各種観光情報の多言語化経費」について，パンフ

少なくとも，実績の報告は，当初予算の段階のものに対 レットの増刷部数の減額等により，委託経費が減額となった
応したものを提出するよう相手方に求め，それを保管し ものである。
ておくべきである。（意見－７８） 平成２９年度分においても，当初予算の項目に対応した実

績報告の提出を相手方に求め，適正に保管した。
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（観光政策課誘客営業室）

本件事業も，徳島県国際観光テーマ地区推進協議会と 令和元年度においても，引き続き，一部を除き県が直接実 （その後の取組）
いう任意団体に委託して実施しているので，「２１」の 施している。
事業と同様の観点からの注意が必要である。（意見－７ （観光政策課海外誘客室）
９）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
担当課に事務局を置く任意団体への委託については，団体 措置済み

本来の役割を果たすことが期待できる場合に限定することと
し，事業の内容を精査した結果，平成３０年度から当該事業
は，一部を除き県が直接実施することとした。

（観光政策課誘客営業室）

契約上，事業の一部を再委託するには，あらかじめ県 本事業については，平成３０年度から一部を除き県が直接 （その後の取組）
の書面による承諾を得なければならないことになってい 実施しているが，今後，同様な事案があった場合には，委託
るが，公印使用の日付からみる限り，ここでも県の書面 先から再委託を確認できる関係書類の提出を受け，事前に書
による承諾がないまま，事業の一部が再委託されて実施 面による承諾を行うこととしている。
されたことになっている。今後はこのようなことが発生 （観光政策課海外誘客室）
しないようにしていただきたい。（意見－８０）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
県として再委託の内容は把握していたものの，事務手続き 措置済み

が大幅に遅れてしまったため，今後はこのようなことが発生
しないよう努める。
なお，平成３０年度から当該事業は，一部を除き県が直接

実施することとしたため，再委託に係るものはなくなった。
（観光政策課誘客営業室）

決裁年月日の記載を書き洩らさないようにしていただ 徳島県文書規程等に基づいた適切な事務処理を行うため， （その後の取組）
きたい。（意見－８１） 引き続き，通知文書「文書事務の適正な執行について」を課

員に周知するとともに，立案文書に決裁年月日等を記載し，
記載洩れがないことを確認している。

（観光政策課海外誘客室）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
電子決裁システムでの立案文書の施行の際には決裁年月日 措置済み

の入力を行っているものの，立案文書への記載（手書き）が
できていなかったため，意見を受け，当該立案文書の決裁年
月日を記入し，是正を行った。
今後，関係規程等に基づいた適切な事務処理が行われるよ

う，人事課行政改革室長及び総務課法務文書室長名で発出さ
れた通知「文書事務の適正な執行について」の趣旨の徹底を
図った。

（観光政策課誘客営業室）
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136-139 ２４ 地方創生インバウンド推進事業の企画及び実施業務

本件事業も，徳島県国際観光テーマ地区推進協議会と 本事業については，平成３０年度から一部を除き県が直接 （その後の取組）
いう任意団体に委託して実施しているので，「２１」の 実施しているが，今後，同様な事案があった場合には，委託
事業と同様の観点からの注意が必要である。 先から再委託先の選定手続きが適正に行われたことを確認で
また，本事業についても，四つの事業が再委託されて きる資料の提出を受け，適正に保管することとしている。

いるので，「２２」の事業と同様の観点からの注意が必 （観光政策課海外誘客室）
要である。
とりわけ，Ｄ社に再委託した「Tokushima Tourism Site ＜参考：平成30年9月28日公表分＞
[Toku NAVI]デザイン改修等業務」は，契約金額が４， 担当課に事務局を置く任意団体への委託については，団体 措置済み
０９７，６８２円にのぼり，担当課が直接契約するなら， 本来の役割を果たすことが期待できる場合に限定することと
１００万円以上のホームページの改修にあたるため，徳 し，事業の内容を精査した結果，平成３０年度から当該事業
島県ＩＣＴ推進本部の調達管理委員会における調達前審 は，一部を除き県が直接実施することとした。
査を受ける必要がある事業にあたる。このような手続き また，平成２８年度及び２９年度分について，再委託先の
を潜脱するために委託・再委託の方法をとったとの疑念 選定手続きが適正に行われたことを確認できる資料を取得し
を残さないためにも，委託先が再委託先から資料や情報 た。
の提供を受け，担当課が同委員会における調達前審査を なお，Ｄ社に再委託した「Tokushima Tourism Site [Toku
受けたことになるのと同様の結果になるような手続きを NAVI]デザイン改修等業務」については，委託先が再委託者の
経るべきである。（意見－８２） 選定のために作成した公募にかかる資料等を取り寄せるとと

もに，徳島県ＩＣＴ推進本部の調達前管理委員会に審査を依
頼し，事後的ではあるが調達手続きに係る同意を得た。

（観光政策課誘客営業室）

契約上，事業の一部を再委託するには，あらかじめ県 本事業については，平成３０年度から一部を除き県が直接 （その後の取組）
の書面による承諾を得なければならないことになってい 実施しているが，今後，同様な事案があった場合には，委託
るが，公印使用の日付からみる限り，ここでも県の書面 先から再委託を確認できる関係書類の提出を受け，事前に書
による承諾がないまま，事業の一部が再委託されて実施 面による承諾を行うこととしている。
されたことになっている。今後はこのようなことが発生 （観光政策課海外誘客室）
しないようにしていただきたい。（意見－８３）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
県として再委託の内容は把握していたものの，事務手続き 措置済み

が大幅に遅れてしまったため，今後はこのようなことが発生
しないよう努める。
なお，平成３０年度から当該事業は，一部を除き県が直接

実施することとしたため，再委託に係るものはなくなった。
（観光政策課誘客営業室）

決裁年月日の記載を書き洩らさないようにしていただ 徳島県文書規程等に基づいた適切な事務処理を行うため， （その後の取組）
きたい。（意見－８４） 引き続き，通知文書「文書事務の適正な執行について」を課

員に周知するとともに，立案文書に決裁年月日等を記載し，
記載洩れがないことを確認している。

（観光政策課海外誘客室）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
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電子決裁システムでの立案文書の施行の際には決裁年月日 措置済み
の入力を行っているものの，立案文書への記載（手書き）が
できていなかったため，意見を受け，当該立案文書の決裁年
月日を記入し，是正を行った。
今後，関係規程等に基づいた適切な事務処理が行われるよ

う，人事課行政改革室長及び総務課法務文書室長名で発出さ
れた通知「文書事務の適正な執行について」の趣旨の徹底を
図った。

（観光政策課誘客営業室）

140-147 ２５ 産業観光交流センター 音響反射板仕様検討業務・音響反射板製作業務

全体について 本件のような新たに行うことになった事業については， 引き続き，新たに行うこととなった事業について，事業の （その後の取組）
その事業を行う必要性，相当性が後にも確認できるだけ 必要性や効果を示す詳しい資料を整備・保管することを課員
の資料を収集し，保管しておくべきである。 に周知徹底し，適正な事務の執行に努めている。
また，本件事業で製作された音響反射板を設置するこ （にぎわいづくり課）

とにより，音響がよくなったことを客観的に確認できる
資料を収集し，保管しておくべきである。（意見－８５） ＜参考：平成30年9月28日公表分＞

徳島県において構造物の木質化を推進してきている中で， 措置済み
アスティとくしまは残されていた施設であったこと，また，
多目的ホールがクラシック音楽に向かないと言われていたこ
とから，本事業の目的は，アスティとくしまの木質化及び多
目的ホールを生音演奏にも対応できるよう，可能な限り音響
環境の改善を図ることによって，機能強化を図り，汎用性を
高め，クラシックコンサートなど生音演奏での活用を増やし
ていくことであった。
音響がよくなったことは，音響反射板設置後のクラシック

コンサート参加者へのアンケートにより確認できたため，ア
ンケート結果を保管することとした。
今後は，県民の閲覧に供することを前提として，事業の必

要性や効果を示すより詳しい資料を整備・保管するよう課員
に周知徹底を図った。

（にぎわいづくり課）

音響反射板仕様 本事業は，予定価格が１，５００，０００円と設定さ 引き続き，予定価格の設定に当たっては，市場価格の把握 （その後の取組）
検討業務につい れている。しかしながら，その予定価格を算出した根拠 に努め，書面で整備・保管するよう課員に周知徹底し，適正
て の書類はなく，どのように予定価格が算出されたのか不 な事務の執行に努めている。

明である。県契約事務規則第３１条は，随意契約の場合 （にぎわいづくり課）
であっても，予定価格は競争入札の場合に準じて定めな
ければならないとしているのであり，本事業の予定価格 ＜参考：平成30年9月28日公表分＞
の設定は，不適切であると言わざるを得ない。（指摘－ 本事業の予定価格については，前例のない業務であり金額 措置済み
７） の算出が困難であった中，１者から聞き取った見積金額を予

定価格としたことについて不適切との指摘を受けたものであ
るが，本来は見積書を提出させるなど，根拠書類を保存して
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おくべきであり，さらに金額の客観性を確保するためには，
複数から見積を徴収することが望ましいところであったこと
から，予定価格の設定に当たっては，より一層の市場価格の
把握に努め，書面で整備・保管するよう課員に周知徹底を図
った。

（にぎわいづくり課）

本事業については，地方自治法施行令第１６７条の２ 引き続き，契約事務の適正化について，定期的に職員への （その後の取組）
第１項第２号による随意契約がなされている。しかしな 確認及び周知徹底を行うとともに，チェックリストを活用し，
がら，本事業については，３者から見積書が提出されて 適切な契約方法であるか，複数人での確認に努めている。
いる。複数それも３者が見積を出すことができている以 （にぎわいづくり課）
上，本事業は同号に該当する事業であるということはで
きない。また，予定価格が１，５００，０００円であり， ＜参考：平成30年9月28日公表分＞
１，０００，０００円を超えているのであるから，地方 今回の事案は，本来は競争入札により委託事業者を選定す 措置済み
自治法施行令第１６７条の２第１項第１号による随意契 べきところ，委託事業を適正に実施できると思われる３事業
約もできない。 者から見積徴収を行い，最低額を提示した事業者と委託契約
本事業については，競争入札を実施する必要があった （随意契約）を締結したものである。

ものであり，不適切な事務手続きによる随意契約がなさ 今回の指摘を受け，課内で情報共有を図り，契約事務規則
れている。（指摘－８） や随意契約ガイドラインに基づく適正な事務執行を行うよう

周知徹底した。
また，随意契約締結の立案の際に添付するチェックリスト

を作成し，適切な契約方法であるか複数人が確認することに
よって，再発防止を図った。
今後とも，契約事務の適正化について，定期的に職員への

確認及び周知徹底を行い，適正な事務の執行に努めたい。
（にぎわいづくり課）

契約が確定するのは，契約担当者が相手方とともに契 令和元年度の当課の委託契約については，早期に事務手続 （その後の取組）
約書に記名押印することによるのであるから（地方自治 を行い，引き続き，適正な事務の執行に努めている。
法第２３４条第５項），速やかに契約書を作成するべき （にぎわいづくり課）
であり，委託業務の終了後５か月以上もあとになって契
約書を作成するのは，遅すぎると言わざるを得ない。（指 ＜参考：平成30年9月28日公表分＞
摘－９） 当該事業は終了したが，平成３０年度の当課の委託契約に 措置済み

ついては，早期に事務手続を行っている。
（にぎわいづくり課）

音響反射板製作 本事業は，予定価格が１６，２００，０００円と設定 引き続き，予定価格の設定に当たっては，市場価格の把握 （その後の取組）
業務について されている。しかしながら，その予定価格を算出した根 に努め，書面で整備・保管するよう課員に周知徹底し，適正

拠の書類はなく，どのように予定価格が算出されたのか な事務の執行に努めている。
は不明である。本事業の予定価格の設定も音響反射板仕 （にぎわいづくり課）
様検討業務と同様，不適切であると言わざるを得ない。
（指摘－１０） ＜参考：平成30年9月28日公表分＞

本事業の予定価格については，「仕様検討業務」で算出さ 措置済み
れた事業費の見積金額を根拠に，最終的に１６，２００，０
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００円と設定したものであったが，算出根拠が不明確との指
摘となった。今後はこのような指摘を受けることのないよう，
適正な事務処理について，課員に周知徹底を図った。

（にぎわいづくり課）

委託業者Ｉ社に見積書の提出を依頼する手続きにおい 引き続き，文書規程に基づく適正な事務の執行に努めてい （その後の取組）
て，予定価格が砂消しゴムで訂正されている。砂消しゴ る。
ムによる訂正は，許されない。（指摘－１１） （にぎわいづくり課）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
砂消しゴムの使用は一切禁止とし，文書規程に基づく適正 措置済み

な事務処理を行うよう，課員に周知徹底を図った。
（にぎわいづくり課）

Ｉ社だけが本事業を実施できるというのであれば，そ 引き続き，随意契約とすることが適切であることを示すよ （その後の取組）
のことについてのより説得的な根拠を残しておくべきで り詳細な資料を整備・保管するよう課員に周知徹底し，適正
あるし，その根拠を裏付ける資料も残しておくべきであ な事務の執行に努めている。
る。（意見－８６） （にぎわいづくり課）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
本業務は，「音響反射板仕様検討業務」に基づき，音響反 措置済み

射板を製作する業務であるが，仕様検討業務において決定さ
れた仕様を満たし，確実に製作可能な事業者はＩ社のみと判
断したが，作成した資料では説得的な根拠がないとの意見と
なった。
今後は，県民の閲覧に供することを前提として，随意契約

とすることが適切であることを示すより詳細な資料を整備・
保管するよう課員に周知徹底を図った。

（にぎわいづくり課）

本事業についても，委託業務の終了した約５か月後に 令和元年度の当課の委託契約については，早期に事務手続 （その後の取組）
契約書が作成されているところ，契約書の作成が遅すぎ を行い，引き続き，適正な事務の執行に努めている。
ると言わざるを得ない。（指摘－１２） （にぎわいづくり課）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
当該事業は終了したが，平成３０年度の当課の委託契約に 措置済み

ついては，早期に事務手続を行っている。
（にぎわいづくり課）

148-151 ２６ 渦の道 床面蓋改修工事

本事業は，予定価格が４７，５２０，０００円と設定 引き続き，具体的な事業に見合った予定価格の設定に努め （その後の取組）
されている。これは，以前同様の事業を発注したときの ている。
経験などに鑑みて，そのような金額の設定をしたとのこ （にぎわいづくり課）
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とである。過去の経験からそのように処理したのは，そ
の後の見積額に照らしても，適当であったと思われる。 ＜参考：平成30年9月28日公表分＞
また，本事業については，工事の竣工にあたり，金額 平成２９年度に実施した工事請負契約においても，予定価 措置済み

を９３２，０４０円減額する変更工事請負契約が締結さ 格の設定にあたっては，過去事例の経験などに鑑みて金額を
れており，最終的にも減額されている。 設定した。
今後も，本事業のように，具体的な事業に見合った金 また，必要に応じて変更工事請負契約を締結しており，今

額を設定することを心掛けていただきたい。（意見－８ 後も，具体的な事業に見合った金額を設定することを心掛け
７） て参りたい。

（にぎわいづくり課）

契約書の前文の「受注者」の記載は，契約の相手方で システム改修後においても，契約書の記載が適切な内容と （その後の取組）
ある「株式会社Ｂ」とし，契約書の末尾の「受注者」の なっているか必ず確認するよう職員に周知徹底するとともに，
記載も，まず契約の主体である「株式会社Ｂ」について チェック体制の強化に努めている。
記載し，そのうえで，「株式会社Ｂ」の代理人である「神 （にぎわいづくり課）
戸支店支店長」について記載するのが本来である。（意
見－８８） ＜参考：平成30年9月28日公表分＞

契約書は「工事基礎情報管理システム」を用いて作成した 措置済み
ものであるが，その記載が適切な内容となっているか必ず確
認するよう職員に周知徹底するとともに，決裁を複数担当ラ
インで行うようチェック体制を強化した。
また，今回システム上の問題で一部受注者の記載が適切に

なされていなかったことから，システムの所管課において適
切な記載となるよう，平成３０年４月に改修を行った。

（にぎわいづくり課）

上記のとおり，決裁年月日等の記載のないものが散見 徳島県文書規程等に基づいた適切な事務処理を行うため， （その後の取組）
された。決裁年月日等は，当該事業がどのような経過で 引き続き，通知文書「文書事務の適正な執行について」を課
実施されることになったのかを後に確認するための重要 員に周知するとともに，起案書への決裁年月日等の記載を徹
な情報であるので，書き洩らさないようにしていただき 底した。
たい。（意見－８９） （にぎわいづくり課）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
電子決裁システムでの立案文書の施行の際には決裁年月日 措置済み

等の入力を行っているものの，立案文書への記載（手書き）
ができていなかったため，意見を受け，当該立案文書の決裁
年月日等を記入し，是正を行った。
また，「文書事務の適正な執行について（平成３０年４月

１３日付け行第７号・法第３号）」及び「文書事務の適正な
処理について（平成３０年６月４日付け法第２７号）」の通
知文を所属内全職員に周知し，今後はこのような不備が生じ
ないよう，徳島県文書規程などの関係規程に従い，適正に処
理するよう努めることとした。

（にぎわいづくり課）
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152-159 ２７ 「とくしまブランドギャラリー」整備事業

本件事業の手続きにおいて，決裁年月日及び発送年月 徳島県文書規程等に基づいた適切な事務処理を行うため， （その後の取組）
日の記載がないものが散見された。今後は記載漏れのな 引き続き，通知文書「文書事務の適正な執行について」を課
いようにしていただきたい。（意見－９０） 員に周知するとともに，起案書への決裁年月日等の記載を徹

底した。
（もうかるブランド推進課）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
起案書は電子決裁システムを用いて作成しており，決裁の 措置済み

際にはシステムへ決裁日の入力を行っているものの，起案書
（紙）への記載ができていなかったものである。
今後，関係規程等に基づいた適切な事務処理が行われるよ

う，課内会議を実施したほか，人事課行政改革室長及び総務
課法務文書室長名で発出された通知「文書事務の適正な執行
について」の趣旨の徹底を図った。
また，本人が再度確認するとともに，立案者以外の者が，

記載漏れがないか確認するよう改善した。
（もうかるブランド推進課）

本事業のように，可能な限り早期に事業に着手し，事 当該事業は平成２９年度で終了しており，当課において類 （その後の取組）
業完了を目指さなければならないものについては，より 似の事業を実施する予定はないが，意見の趣旨を踏まえ，本
迅速な事務処理が必要であったと思われ，いくら慎重に 事業のように，可能な限り早期に事業に着手し，事業完了を
事業を進めようとしたとはいえ，事務処理には十全でな 目指さなければならないものについては，当初の計画どおり
いところがあったように思われる。（意見－９１） に事業を完了させるため，事業全体のスケジュールを念頭に

置き，事務処理をスムーズに実施することとしている。
（もうかるブランド推進課）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
本事業の業務内容は，「物件の探索と確保」「設計」「物件 措置済み

のリノベーション」「リノベーション後，当施設の運営管理」
であり，当初の委託契約期間は平成２８年度末までとしてい
た。しかしながら，予定していたよりも物件の探索に時間を
要したこと，また，物件決定後においても，入居者の退去が
平成２９年４月になるということから，平成２８年度内での
事業完了が困難となったが，やむを得ないと判断した。
当課において，類似の事業を実施する予定はないが，本事

業のように，可能な限り早期に事業に着手し，事業完了を目
指さなければならないものについては，当初の計画通りに事
業を完了させるため，事業全体のスケジュールを念頭に置き，
事務処理をスムーズに実施するよう，課内会議で周知徹底し
た。

（もうかるブランド推進課）
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変更契約手続きをし，平成２８年度分の業務完了承認 当該事業は平成２９年度で終了しており，当課において類 （その後の取組）
をしたあと委託料を支払うという通常の処理をすべきと 似の事業を実施する予定はないが，意見の趣旨を踏まえ，今
ころを，委託業務費前金払という形式を取ることにより， 後，前金払いをする場合は，必要性及び相当性を十分に確認
早期に支払いをしたようにみえる。委託業務費前金払を できる資料を受託事業者から提出させるとともに，前金払の
行うことの必要性及び相当性を確認できるだけの資料が 時期や必要性を慎重に判断した上で支払うこととしている。
十分ではない。（意見－９２） （もうかるブランド推進課）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
平成２８年度事業に係る委託料の前金払いについては，受 措置済み

託事業者から「委託業務費前金払理由書」と費用の「内訳明
細書」の提出があったため，契約書に記載のとおり，県と受
託事業者双方の協議の上，必要と認められる範囲内で行った
ものである。
なお，委託料前金払いの請求の時期が平成２９年３月と遅

かったことから，平成２９年度事業の実施においては，早期
に必要書類の提出を求め，委託料の一部について，前金払い
の事務処理を行った。
今後とも，前金払いをする場合は，必要性及び相当性を十

分に確認できる資料を受託事業者に提出させるとともに，前
金払の時期や必要性を慎重に判断した上で支払うよう，課内
会議で周知徹底した。

（もうかるブランド推進課）

平成２８年度分の委託業務完了承認がなされたのは， 当該事業は平成２９年度で終了したが，平成３０年度及び （その後の取組）
平成２９年７月２６日であり（公印使用の年月日），業 令和元年度の当課の契約事務については，速やかに手続を行
務完了のほぼ４か月後にその承認がなされるのは，余り った。
にも遅すぎる。（指摘－１３） （もうかるブランド推進課）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
平成２９年度事業の委託業務完了承認は，速やかに行った。 措置済み

今後とも事務処理を早急に行うよう，課内会議で周知徹底し
た。

（もうかるブランド推進課）

Ｄ社とＲ社の再委託契約書の写しを取得しているが， 当該事業は平成２９年度で終了したが，意見の趣旨を踏ま （その後の取組）
Ｒ社に再委託する業務の内容を記載した再委託契約書「別 え，今後，同様の事案があった場合には，委託先から再委託
添の『基本設計委託指針』」が添付されていない。これ を行う業務について確認できる関係書類の提出を受け，県に
では，どのような業務が再委託されたのかが確認できな おいて保管することとしている。
い。「別添の『基本設計委託指針』」を取得するべきであ （もうかるブランド推進課）
る。（意見－９３）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
今回の事案は，Ｄ社がＲ社に再委託する業務の内容につい 措置済み

て，Ｄ社との協議の中で事前に把握していたものの，取得し
ていた再委託契約書には「別添の『基本設計委託指針』」が
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添付されていなかったものである。意見を受け，速やかに「別
添の『基本設計委託指針』」を入手し，県において保管した。

（もうかるブランド推進課）

本事業は，業務完了により完成した施設を，受託事業 当該事業の決算について，引き続き，関係帳票等により， （その後の取組）
者が県から転貸を受け，自ら運営することを前提として 収支状況を正確に把握し，県主催事業への利益の還元が確実
いる。県は年間５０，０００，０００円の賃料を支払い， に履行されるよう確認している。
受託事業者は県に年間２０，０００，０００円の転貸賃 （もうかるブランド推進課）
料を支払うことになっている。
受託事業者が相当な金額の補助を受けて事業をすると ＜参考：平成30年9月28日公表分＞

いう側面があるのであるから，受託事業者との間で転貸 当該事業の決算について，関係帳票等により，収支状況を 措置済み
借契約を締結するにあたっては，ひとり受託事業者だけ 正確に把握し，県主催事業への利益の還元が確実に履行され
が利益を得られるようなことにはならないよう，利益の るよう確認している。
いくらかを県に還元してもらう必要がある。そのため， （もうかるブランド推進課）
担当課では開業前の平成２９年１２月に，単年度で利益
が生じた場合は，その一部を翌年度の県主催事業に還元
させる契約を締結したが，これが確実に実施されるのか，
確認していく必要がある。（意見－９４）

160-163 ２８ とくしまブランド推進機構発進事業（地方創生推進交付金対象事業）業務

委託料の返納依頼の「立案日」の記載が砂消しゴムで 適正な文書事務の執行を図るため，引き続き，「文書事務 （その後の取組）
訂正されている。砂消しゴムによる訂正は許されない。 の適正な執行について（通知）」の周知徹底を図るとともに，
（指摘－１４） 関係職員の相互確認による重層的チェックを行った。

（もうかるブランド推進課）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
今後，関係規程等に基づいた適切な事務処理が行われるよ 措置済み

う，課内会議を実施したほか，人事課行政改革室長及び総務
課法務文書室長名で発出された通知「文書事務の適正な執行
について」の趣旨の徹底を図った。

（もうかるブランド推進課）

本件事業の手続きにおいて，決裁年月日及び発送年月 徳島県文書規程等に基づいた適切な事務処理を行うため， （その後の取組）
日の記載がないものが散見された。今後は記載漏れのな 引き続き，通知文書「文書事務の適正な執行について」を課
いようにしていただきたい。（意見－９５） 員に周知するとともに，起案書への決裁年月日等の記載を徹

底した。
（もうかるブランド推進課）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
起案書は電子決裁システムを用いて作成しており，決裁の 措置済み

際にはシステムへ決裁日の入力を行っているものの，起案書
（紙）への記載ができていなかったものである。
今後，関係規程等に基づいた適切な事務処理が行われるよ
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う，課内会議を実施したほか，人事課行政改革室長及び総務
課法務文書室長名で発出された通知「文書事務の適正な執行
について」の趣旨の徹底を図った。
また，本人が再度確認するとともに，立案者以外の者が，

記載漏れがないか確認するよう改善した。
（もうかるブランド推進課）

当初の委託契約について押印がなされたのは，平成 当該事業は平成２９年度で終了したが，平成３０年度及び （その後の取組）
２８年５月１１日である。契約は，契約担当者が相手方 令和元年度の当課の契約事務については，日付に齟齬が生じ
とともに契約書に記名押印することにより確定するので ていないかどうか，立案者以外の者が確認を行い，適正に事
あるから（地方自治法第２３４条第５項），当初の委託 務処理を行った。
契約が確定したのは，平成２８年５月１１日になる。し （もうかるブランド推進課）
かるに，支出命令は，契約が確定した日の前日の平成
２８年５月１０日になされている。１日ではあるが齟齬 ＜参考：平成30年9月28日公表分＞
が生じている。支出負担行為の決裁に時間を要したため， 順序をおって適正に事務処理するとともに，日付に齟齬が 措置済み
このような齟齬が生じたと考えられるとのことであるが， 生じていないかどうか，立案者以外の者が確認するよう，課
書類上は契約確定前に支出命令されたことになっている。 内会議で周知徹底した。
支出命令が実行されたのは平成２８年５月１２日であり， （もうかるブランド推進課）
事後的にみると処理に問題はないものとなっているもの
の，やはり実際に委託契約が確定していないのに支出命
令するという事態は望ましくない。今後は，事務処理の
日付において矛盾が生じないように手続きを進めていた
だきたい。（意見－９６）

164-171 ２９ 水産種苗生産業務委託事業

今後は，事業計画の提出を受けてから契約を締結する 令和元年度においても事業計画の提出を受けてから契約を （その後の取組）
等，契約内容の一部変更を検討していただきたい。（意 締結しており，今後も同様の方法で契約を締結する。
見－９７） （水産振興課）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
契約内容の見直しを行い，平成３０年度から，事業計画の 措置済み

提出を受けてから契約を締結することとした。
（水産振興課）

当該随意契約はあくまで単年度の契約であり，したが 現在，全ての職員が退職し，再任用として雇用しているた （その後の取組）
って過去の退職給与費が契約金額に含まれているのは適 め，退職金は発生する予定はないが，今後，新たな職員を雇
当ではない。今回のように，過去の退職給与費まで県が 用した場合は，金額の積算基礎について確認を行い，同様の
負担しなければならないのであれば，今回の随意契約と 事案が発生しないよう努める。
は区別して検討すべきではないだろうか。 また，退職金に限らず，過年度の費用を負担する必要が発
担当者の話では，平成２９年度末において在職者に対 生した場合は，当年度の契約と区別して契約する等の対応を

する退職金の要支給額と退職給与引当資産は同額となっ 行う。
ているということから，今後はこのような問題は生じる （水産振興課）
ことはないと思われるが，退職金の支給基準の変更等過
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去の退職金の金額に変動が発生したような場合には注意 ＜参考：平成30年9月28日公表分＞
をしていただきたい。（意見－９８） 今後は，退職金の支給基準の変更等が発生した場合は金額 措置済み

の積算基礎について確認を行い，同様の事案が発生しないよ
う努める。
また，退職金に限らず，過年度の費用を負担する必要が発

生した場合は，当年度の契約と区別して契約する等の対応を
行う。

（水産振興課）

委託業務締結の決裁および業務実施計画の承認におい 徳島県文書規程等に基づいた適切な事務処理を行うため， （その後の取組）
て，決裁年月日，発送年月日の記載がないものがあった。 引き続き，通知文書「文書事務の適正な執行について」を課
決裁年月日，発送年月日は当該事業がどのような経過で 員に周知するとともに，起案書への決裁年月日等の記載を徹
実施されることになったのかを後に確認するための重要 底し，全ての立案文書に日付を記載している。
な情報であるので，書き洩らさないようにしていただき （水産振興課）
たい。（意見－９９）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
電子決裁システムでの立案文書の施行の際には決裁年月日 措置済み

等の入力を行っているものの，立案文書への記載（手書き）
ができていなかったため，意見を受け，当該立案文書の決裁
年月日，発送年月日を記載し是正を行った。
また，通知文，「文書事務の適正な執行について（平成

３０年４月１３日付け行第７号，法第３号）」の周知や課内
協議等を行い，内部牽制体制の強化を図ると共に，担当者の
適正な文書事務に対する意識向上を図った。

（水産振興課）

実績報告の検査については，現在の検査に加え，社会 平成３０年度の実績報告の検査においても，社会保険料の （その後の取組）
保険料の妥当性の検討及び退職金規程の閲覧を行い，そ 妥当性の検討及び退職金規程の閲覧を行い，その妥当性の検
の妥当性を検証すべきである。（意見－１００） 証を行った。

また，その結果については，委託業務完了検査結果状況調
書に記載している。
今後も同様の対応を継続する。

（水産振興課）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
平成２９年度の実績報告の検査から，現在の検査に加え， 措置済み

社会保険料の妥当性の検討及び退職金規程の閲覧を行い，そ
の妥当性の検証を行っている。
また，その結果については，委託業務完了検査結果状況調

書に記載することとした。
（水産振興課）

本事業の実績額は今後の事業においても重要であり， 平成３０年度の変更契約を締結する際も，予算と決算の差 （その後の取組）
また次年度の予算・予定価格に影響を及ぼすことから， 異分析を行い，変更の理由として，決裁文書に記載している。
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今後は予定価格と実績額との差異分析を行い，次年度以 この分析結果については，令和元年度以降の予定価格の算
降の予定価格算定の参考にする必要がある。（意見－１ 定の参考とした。
０１） 今後も同様の対応を継続する。

（水産振興課）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
平成２９年度の変更委託契約を締結する際に，予算と決算 措置済み

の差異分析を行い，変更の理由として，決裁文書に記載して
いる。
この分析結果については，平成３１年度以降の予定価格の

算定の参考とする。
（水産振興課）

172-179 ３０ エレベーター改修工事

確かに，契約の性質上その相手先を限定せざるを得な 引き続き，県民の誤解を招くことがないよう見積辞退の意 （その後の取組）
いことは理解できるが，このような状況では県民の誤解 思は口頭ではなく，辞退届により確認を行うことを課員に周
を招く恐れがある。今後は，参考見積辞退届を実際に入 知徹底し，契約事務の適正な執行に努めている。
手してから，見積書の提出依頼，見積書の入手，契約締 （にぎわいづくり課）
結という流れを厳守すべきである。（指摘－１５）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
今回の事務処理については，辞退の意思を口頭で確認して 措置済み

いたが，参考見積辞退届を提出させるのが遅くなったところ
である。
今後は，契約事務の適正な執行に努める。

（にぎわいづくり課）

契約①においては見積結果及び契約の締結に関する起 徳島県文書規程等に基づいた適切な事務処理を行うため， （その後の取組）
案書（上記（1）ク（ｳ）），契約②においては工事請負契 引き続き，通知文書「文書事務の適正な執行について」を課
約の締結に関する起案書（上記（2）ク（ｴ））に決裁日， 員に周知するとともに，起案書への決裁年月日等の記載を徹
発送日の記載がなかった。決裁年月日，発送年月日は当 底した。
該事業がどのような経過で実施されることになったのか （にぎわいづくり課・住宅課）
を後に確認するための重要な情報であるので，書き洩ら
さないようにしていただきたい。（意見－１０２） ＜参考：平成30年9月28日公表分＞

契約①について 措置済み
電子決裁システムでの起案書の施行の際には，決裁日等の

入力が必須となっており，施行と同時に起案書への記載（手
書き）を行うことについて職員に周知徹底するとともに，当
該起案書の決裁日等を記載し，是正を行った。
また，文書発送の際には記載がされているか担当と上司で

ダブルチェックを行うこととした。
（住宅課）

契約②について



- 56 -

電子決裁システムでの立案文書の施行の際には決裁年月日
等の入力を行っているものの，立案文書への記載（手書き）
ができていなかったため，意見を受け，当該立案文書の決裁
年月日等を記入し，是正を行った。
また，「文書事務の適正な執行について（平成３０年４月

１３日付け行第７号・法第３号）」及び「文書事務の適正な
処理について（平成３０年６月４日付け法第２７号）」の通
知文を所属内全職員に周知し，今後はこのような不備が生じ
ないよう，徳島県文書規程などの関係規程に従い，適正に処
理するよう努めることとした。

（にぎわいづくり課）

契約書の前文の「受注者」の記載は，契約の相手方で システム改修後においても，契約書の記載が適切な内容と （その後の取組）
ある「Ｆ株式会社」とし，契約書の末尾の「受注者」の なっているか必ず確認するよう職員に周知徹底するとともに，
記載も，まず契約の主体である「Ｆ株式会社」について チェック体制の強化に努めている。
記載し，そのうえで，「Ｆ株式会社」の代理人である「四 （にぎわいづくり課・住宅課）
国支店支店長」について記載するのが本来である。（意
見－１０３） ＜参考：平成30年9月28日公表分＞

契約書は「工事基礎情報管理システム」を用いて作成した 措置済み
ものであるが，その記載が適切な内容となっているか必ず確
認するよう職員に周知徹底するとともに，決裁を複数担当ラ
インで行うようチェック体制を強化した。
また，今回システム上の問題で一部受注者の記載が適切に

なされていなかったことから，システムの所管課において適
切な記載となるよう，平成３０年４月に改修を行った。

（にぎわいづくり課・住宅課）

180-185 ３１ 沖洲マリンターミナル維持管理業務

契約書に東部県土整備局長の公印が押されているもの 令和元年５月の東部県土整備局徳島庁舎内の連絡会議にお （その後の取組）
の，公印使用の承認を得たことが確認できる公印承認ス いて「適正な会計事務の執行について」と題して，文書の適
タンプが押されていない。公印使用の承認を得た際に， 切な処理について，職員に確認するよう指示を行い，適正な
公印承認スタンプの押印を受けなければならない。（意 処理の徹底を周知した。
見－１０４） また，令和元年１１月の同庁内の連絡協議において，「文

書事務の適正な処理について」通知文書を職員に配布し，文
書事務の適性な処理について繰り返し周知徹底を図った。

（東部県土整備局＜徳島＞）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
監査の実施期間中に速やかに対応するよう努めることとし， 措置済み

平成２９年度から，規則や規程等に基づく事務手続の改善を
徹底し，適正な事務処理を行っている。
具体的には，
東部県土整備局徳島庁舎内の連絡会議において，平成２９
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年１１月には「立案時の注意」について，平成３０年２月に
は「公印承認のゴム印の押印」について，それぞれ議題とす
るなど複数回にわたり，適切な事務処理が行われるよう周知
徹底を図った。
また，平成３０年３月には県土整備部長から県土整備部内

の各所属長宛て，「適切な事務処理手続きの徹底について（通
知）」を発出し，職員に周知した。
さらに，平成３０年６月の庁内連絡会議で，外部監査結果

を受けて適切な事務執行を図るよう，東部県土整備局全体に
周知・徹底した。

（東部県土整備局＜徳島＞）

見積りの段階で，内訳を提出させて，その金額の妥当 令和元年度においても，見積書に内訳を記入させ，見積金 （その後の取組）
性を確認するべきである。妥当性の確認については，そ 額の妥当性を確認した。
の経過を記録に残すことも必要である。（意見－１０５） また，「見積書チェックシート」による見積金額の妥当性

について複数人が確認した。
（東部県土整備局＜徳島＞）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
平成３０年度契約分から見積書に内訳を記載させ，見積金 措置済み

額の妥当性を確認した。また，新たに「見積書チェックシー
ト」を作成し，見積金額の妥当性について複数人が確認する
よう改善を行った。

（東部県土整備局＜徳島＞）

契約書を作成する際には，仮に同内容の契約であって 令和元年度においても，管財課が指定した基本書式を用い， （その後の取組）
も，安易に前年度の契約書どおりにするのではなく，そ 再委託に関して書面による承諾が必要な旨を記載した。
の内容に不備がないか，基本書式に従っているか等，十 また，受託者から「再委託承諾申請書」を提出させ，再委
分に確認し，不備等がある場合には修正しなければなら 託の項目，内容及び金額を確認した上で再委託の承諾を書面
ない。 により行った。
本事業において，再委託の承諾は，書面によることと （東部県土整備局＜徳島＞）

しておかなければならない。（指摘－１６）
＜参考：平成30年9月28日公表分＞
平成３０年度契約分から，管財課が指定した基本書式を用 措置済み

い，再委託に関して書面による承諾が必要な旨を記載した。
また，受託者から「再委託承諾申請書」を提出させ，再委

託の項目，内容及び金額を確認した上で再委託の承諾を書面
により行った。

（東部県土整備局＜徳島＞）

県としては，再委託について，承諾なく可能なもの， 業務委託において再委託が許される範囲の基準については， 措置中
書面による承諾があれば可能なもの，承諾できず不可能 作成に着手しており，庁内各課と連携して明確化し，令和２
なもの，の区別の基準について，明確に定めるべきであ 年度中に再委託の基準を示す予定である。
る。（意見－１０６） （管財課）
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＜参考：平成30年9月28日公表分＞
再委託の基準の作成に向け検討中である。 検討中

（管財課）

本事業の委託金額の大部分を占める清掃業務が再委託 令和元年度においても「清掃業務」は別契約に分割し，そ （その後の取組）
されている。これは，委託の趣旨に反していると思われ の上で２号随意契約ではなく，競争入札による直接契約とし
る。直接委託にすべきである。（指摘－１７） た。

（東部県土整備局＜徳島＞）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
本事業の業務内容は，「維持管理全般」「鍵の解錠・施錠」 措置済み

「清掃業務」であったが，委託契約の内容を見直し，平成
３０年度から「清掃業務」は別契約に分割した。そのうえで，
「清掃業務」については，２号随意契約ではなく，競争入札
による直接契約とした。

（東部県土整備局＜徳島＞）

本事業における清掃業務は，直接委託にするべきであ 令和元年度においても「清掃業務」については，２号随意 （その後の取組）
るが，その場合，２号随意契約とする理由はない。（意 契約ではなく，競争入札による直接契約とした。
見－１０７） （東部県土整備局＜徳島＞）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
本事業の業務内容は，「維持管理全般」「鍵の解錠・施錠」 措置済み

「清掃業務」であったが，委託契約の内容を見直し，平成
３０年度から「清掃業務」は別契約に分割した。そのうえで，
「清掃業務」については，２号随意契約ではなく，競争入札
による直接契約とした。

（東部県土整備局＜徳島＞）

執行伺い，見積書の提出依頼，経費支出伺い，いずれ 令和元年５月の東部県土整備局徳島庁舎内の連絡会議にお （その後の取組）
も決裁年月日と発送年月日に記載がなかった。 いて「適正な会計事務の執行について」と題して，文書の適
決裁年月日は，当該事業がどのような経過で実施され 切な処理について，職員に確認するよう指示を行い，適正な

ることになったのかを後で確認するための重要な情報で 処理の徹底を周知した。
あるので，書き洩らさないようにしていただきたい。（意 また，令和元年１１月の同庁内の連絡協議において，「文
見－１０８） 書事務の適正な処理について」通知文書を職員に配布し，文

書事務の適性な処理について繰り返し周知徹底を図った。
（東部県土整備局＜徳島＞）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
監査の実施期間中に速やかに対応するよう努めることとし， 措置済み

平成２９年度から，規則や規程等に基づく事務手続の改善を
徹底し，適正な事務処理を行っている。
具体的には，
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東部県土整備局徳島庁舎内の連絡会議において，平成２９
年１１月には「立案時の注意」について，平成３０年２月に
は「公印承認のゴム印の押印」について，それぞれ議題とす
るなど複数回にわたり，適切な事務処理が行われるよう周知
徹底を図った。
また，平成３０年３月には県土整備部長から県土整備部内

の各所属長宛て，「適切な事務処理手続きの徹底について（通
知）」を発出し，職員に周知した。
さらに，平成３０年６月の庁内連絡会議で，外部監査結果

を受けて適切な事務執行を図るよう，東部県土整備局全体に
周知・徹底した。

（東部県土整備局＜徳島＞）

186-189 ３２ 駐車場設備の保守，夜間警備及び維持管理業務

契約書に東部県土整備局長の公印が押されているもの 令和元年５月の東部県土整備局徳島庁舎内の連絡会議にお （その後の取組）
の，公印使用の承認を得たことが確認できる公印承認ス いて「適正な会計事務の執行について」と題して，文書の適
タンプが押されていない。公印使用の承認を得た際に， 切な処理について，職員に確認するよう指示を行い，適正な
公印承認スタンプの押印を受けなければならない。（意 処理の徹底を周知した。
見－１０９） また，令和元年１１月の同庁内の連絡協議において，「文

書事務の適正な処理について」通知文書を職員に配布し，文
書事務の適性な処理について繰り返し周知徹底を図った。

（東部県土整備局＜徳島＞）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
監査の実施期間中に速やかに対応するよう努めることとし， 措置済み

平成２９年度から，規則や規程等に基づく事務手続の改善を
徹底し，適正な事務処理を行っている。
具体的には，
東部県土整備局徳島庁舎内の連絡会議において，平成２９

年１１月には「立案時の注意」について，平成３０年２月に
は「公印承認のゴム印の押印」について，それぞれ議題とす
るなど複数回にわたり，適切な事務処理が行われるよう周知
徹底を図った。
また，平成３０年３月には県土整備部長から県土整備部内

の各所属長宛て，「適切な事務処理手続きの徹底について（通
知）」を発出し，職員に周知した。
さらに，平成３０年６月の庁内連絡会議で，外部監査結果

を受けて適切な事務執行を図るよう，東部県土整備局全体に
周知・徹底した。

（東部県土整備局＜徳島＞）

再委託を承認する際に，再委託する業務の具体的な内 令和元年度においても，業務完了報告を受ける際に再委託 （その後の取組）
容や予算額が明らかにされておらず，再委託を承諾する を行った業務についても，業務の具体的内容，精算額及び完
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か否かの検討や判断が適切にできるとは思えない。再委 了が確認できる資料を提出させ，再委託に問題がなかったこ
託を承認する際に，再委託する業務の具体的な内容や予 とを確認した。
算額を明らかにさせるべきである。 （東部県土整備局＜徳島＞）
業務完了報告を受ける際に，再委託を行った業務につ

いても，業務の具体的内容，精算額，及び完了が確認で ＜参考：令和元年5月31日公表分＞
きる資料を提出させておくべきである。（意見－１１０） 平成３０年度は，業務完了報告を受ける際に再委託を行っ 措置済み

た業務についても，業務の具体的内容，精算額及び完了が確
認できる資料を提出させ，再委託に問題がなかったことを確
認した。

（東部県土整備局＜徳島＞）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
平成３０年度は，再委託する業務の具体的な内容や予算額 検討中

を記載した「再委託承諾申請書」を受託者から提出させ確認
した上で，再委託を承諾した。
業務完了報告を受ける際には，再委託を行った業務につい

ても，業務の具体的内容，精算額，及び完了が確認できる資
料を提出させ，再委託に問題がなかったかどうかの確認を行
う。

（東部県土整備局＜徳島＞）

執行伺い，見積書の提出依頼，経費支出伺い，再委託 令和元年５月の東部県土整備局徳島庁舎内の連絡会議にお （その後の取組）
承諾伺い，各月の業務完了承認伺い，いずれも決裁年月 いて「適正な会計事務の執行について」と題して，文書の適
日と発送年月日に記載がなかった。 切な処理について，職員に確認するよう指示を行い，適正な
決裁年月日は，当該事業がどのような経過で実施され 処理の徹底を周知した。

ることになったのかを後で確認するための重要な情報で また，令和元年１１月の同庁内の連絡協議において，「文
あるので，書き洩らさないようにしていただきたい。（意 書事務の適正な処理について」通知文書を職員に配布し，文
見－１１１） 書事務の適性な処理について繰り返し周知徹底を図った。

（東部県土整備局＜徳島＞）

＜参考：平成30年9月28日公表分＞
監査の実施期間中に速やかに対応するよう努めることとし， 措置済み

平成２９年度から，規則や規程等に基づく事務手続の改善を
徹底し，適正な事務処理を行っている。
具体的には，
東部県土整備局徳島庁舎内の連絡会議において，平成２９

年１１月には「立案時の注意」について，平成３０年２月に
は「公印承認のゴム印の押印」について，それぞれ議題とす
るなど複数回にわたり，適切な事務処理が行われるよう周知
徹底を図った。
また，平成３０年３月には県土整備部長から県土整備部内

の各所属長宛て，「適切な事務処理手続きの徹底について（通
知）」を発出し，職員に周知した。
さらに，平成３０年６月の庁内連絡会議で，外部監査結果
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を受けて適切な事務執行を図るよう，東部県土整備局全体に
周知・徹底した。

（東部県土整備局＜徳島＞）

報告書
項 目 提 言 講 じ た 措 置 等 措置状況

ページ

191 まとめ プロポーザルの方法

プロポーザルによる選定過程における参加の機会が実 プロポーザルの方法をとる場合の基準については，作成に 措置中
質的には十分に設けられていると言えるか疑問の持たれ 着手しており，庁内各課と連携して明確化し，令和２年度中
るものがあった。 に示す予定である。
プロポーザルの方法をとるのであれば，参加を希望す （管財課）

る者に参加するかどうかを検討する機会が実質的にあっ
たと言えることが必要であるが，そのためには，プロポ ＜参考：平成30年9月28日公表分＞
ーザルの方法をとる場合の公正な基準を事前に設けてお プロポーザルの方法をとる場合の基準の作成に向け検討中 検討中
くとよい。 である。
また，基準を設定する際には，事後的に審査委員会の （管財課）

メンバーの公表をすることを検討するべきである。メン
バーを公表することになると審査員のなり手を見つけに
くくなるかもしれないが，審査員が誰であるかは，結果
に直結すると誰しも思うことであり，それが事後的にで
あれ公表されることは，結果の公正さを担保することに
つながる。事後に公表されることが分かっていれば，審
査員もより真摯に職責を果たそうとすることも期待でき
る。

平成３０年度包括外部監査結果報告に対して講じた措置
監査テーマ：試験研究機関について

Ⅰ 試験研究

報告書
項 目 指 摘 及 び 意 見 講 じ た 措 置 等 措置状況

ページ

試験研究機関共通

55-57 人材確保・育成 特定の分野の研究については，任期付研究員によって 任期付研究員については，その必要性・相当性について引 検討中
対応することができ，また，対応するのが相当なものも き続き検討し，多様な人材の確保に努める。
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あると思われる。その必要性・相当性を確認した上で， （保健製薬環境センター）
任期付研究員を採用し，多様な人材の確保に努めるべき
である。（意見－６） ＜参考：令和元年9月30日公表分＞

任期付研究員については，その必要性・相当性について検 検討中
討し，多様な人材の確保に努める。

（保健製薬環境センター）

人材の確保については，令和２年３月１日に工業技術セン 措置済み
ター試験研究評価実施要綱を改定し，外部有識者で構成され
る工業技術センター試験研究評価委員会に，研究実施体制に
ついて，採用方法や研究員の任期の有無等の助言を求めるこ
ととした。
特定の分野の研究について，引き続き多様な人材確保に努

めたい。
（工業技術センター）

＜参考：令和元年9月30日公表分＞
特定の分野の研究については，必要に応じて任期付研究員 検討中

による任用を検討するなど，多様な人材確保に努めたい。
（工業技術センター）

令和２年度において，喫緊の試験研究課題に対応するため， 措置予定
任期付研究員の採用をはじめとした多様な人材の確保につい
ては，組織体制の改組に向けた農林水産総合技術支援センタ
ーの検討事項として位置付けることとした。

（農林水産総合技術支援センター）

＜参考：令和元年9月30日公表分＞
これまで２名の任期付研究員を採用し，農林水産業の６次 検討中

産業化及びスマート化並びに農産物の輸出促進等，特定分野
における喫緊の課題に対応してきた。
今後とも喫緊の試験研究課題に対応するため，必要性・相

当性を確認した上で，関係部局と協議し，任期付研究員の採
用をはじめとした多様な人材の確保に努める。

（農林水産総合技術支援センター）

57-58 コスト 研究員が現場作業と研究そのものにどのように時間を 令和２年度から，試験研究に関する知識又は経験を有する 措置済み
費やしているのか，その実態を踏まえて，適切な人員配 会計年度任用職員を採用し，研究員がより研究に注力できる
置を行って，研究員が研究により注力できる環境を作っ 環境が整った。
ていただきたい。（意見－８） （保健製薬環境センター）

＜参考：令和元年9月30日公表分＞
試験研究に用いる器具等の準備，運搬，洗浄等の補助作業 検討中

については，臨時補助員又は非常勤職員が行っている。
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研究員は，試験研究以外にも行政検査や監視・測定等の業
務も行っていることから，試験研究により注力できるよう適
切な人員配置に努める。

（保健製薬環境センター）

Ⅱ 契約事務

報告書
項 目 指 摘 及 び 意 見 講 じ た 措 置 等 措置状況

ページ

保健製薬環境センター

64-67 万代分室の機械 保健製薬環境センター万代分室の機械警備及び消防設 保健製薬環境センター万代分室の機械警備及び消防設備点 措置予定
警備及び消防設 備点検業務の委託について，競争入札を行うか，相見積 検業務の委託については，令和３年度契約時において競争入
備点検業務の委 りを取った上で，１号随意契約を行うことを検討すべき 札等とすることについて，検討する。
託 である。（意見－１１） （保健製薬環境センター）

＜参考：令和元年9月30日公表分＞
保健製薬環境センター万代分室の機械警備及び消防設備点 検討中

検業務の委託については，次回設備の更新時において競争入
札等について再度検討したい。

（保健製薬環境センター）

64-67 万代分室の機械 保健製薬環境センター万代分室の機械警備及び消防設 保健製薬環境センター万代分室の機械警備及び消防設備点 措置予定
警備及び消防設 備点検業務の委託について，長期継続契約の導入を検討 検業務の委託については，令和３年度契約時において長期継
備点検業務の委 すべきである。（意見－１２） 続契約を導入することについて，検討する。
託 （保健製薬環境センター）

＜参考：令和元年9月30日公表分＞
保健製薬環境センター万代分室の機械警備及び消防設備点 検討中

検業務の委託については，次回設備の更新時において長期継
続契約の導入について再度検討したい。

（保健製薬環境センター）

工業技術センター

76-78 庁舎警備業務 工業技術センター庁舎警備業務について，長期継続契 令和元年度における庁舎警備業務については，複数者から 措置済み
約を前提とした競争入札の可否を検討すべきである。（意 見積徴収を行い，他事例を参考に比較検討し，経済性はもと
見－１６） より，委託業務の円滑かつ効率的遂行の観点から，随意契約

によることが有利であると確認した。
また，令和２年度から委託期間３年間の長期継続契約を締

結した。
（工業技術センター）
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＜参考：令和元年9月30日公表分＞
令和元年度における庁舎警備業務については，複数者から 検討中

見積徴収を行い，他事例を参考に比較検討し，経済性はもと
より，委託業務の円滑かつ効率的遂行の観点から，競争入札
に付するより，随意契約によることが有利であると確認した。
長期継続契約については，コスト縮減を図るため次年度か

ら導入する。
（工業技術センター）

農林水産総合技術支援センター経営研究課

86-91 産業廃棄物等処 本件のように資格者名簿登載者が多数あって，見積徴 令和２年４月に実施した産業廃棄物等処理委託契約におい 措置済み
理委託業務 収先の不足に困ることがないようなケースでは，基準の て，予定価格が２０万円を超えるものについては，選定基準

数にとらわれず，十分な数の見積りが実際に徴収できて において２者以上からの見積徴収が必要なところ，３者から
競争が確保されたといえるために，少なくとも実際に選 見積書を徴収し，契約を締結した。
定基準の数の見積書が確保できるように，見積りを依頼 また，産業廃棄物等処理委託以外では，例えば公用車の車
するようにすべきである。 検においては，予定価格が全て１０万円以下（見積書徴収基
なお，他の契約でも同様の問題が確認された場合には， 準は１者）である令和２年１月以降の９件の実績について，

同様の処理を行っていただきたい。（意見－２０） 全てにおいて４者に見積依頼を行い，７件は４者から，２件
については，１者の辞退があったため，３者から見積書を徴
収している。

（農林水産総合技術支援センター経営研究課）

＜参考：令和元年9月30日公表分＞
意見の趣旨を踏まえ，辞退があっても指名業者の選定基準 検討中

に定められた数の見積書が確保できるよう，最低基準数より
多くの業者に見積りを依頼し，競争性の確保に努める。

（農林水産総合技術支援センター経営研究課）

Ⅲ 物品管理

報告書
項 目 指 摘 及 び 意 見 講 じ た 措 置 等 措置状況

ページ

103-115 全庁（はじめに）

103-115 全庁（はじめに） 平成１８年度改正により，１０万円未満の備品類につ 平成３０年度までに取得し，物品出納簿への記載を省略し 措置済み
いて物品出納簿への記載が省略されたが，ではどのよう た１０万円未満の備品類の管理方法については，亡失の確認
に管理すればいいのかについて曖昧になっているように が困難なものについて，品名，数量等を把握するために必要
思われる。 な措置を講じることとしていたが，令和２年５月に会計事務
Ｑ＆Ａで示されているように，「手書きの台帳を使用 の手引きを改訂し，措置の一例として「携帯（持ち運び）が

する」のであれば物品出納簿への記載を省略したという 容易な備品類（カメラ，ビデオカメラ，プロジェクターなど）
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意図が明白ではなく，また「購入履歴，保管転換等の帳 は，品名，数量，品質規格，購入年月日を一覧にし，整理す
票類を活用し」とあるが，具体的な活用方法が会計規則 る」と具体的に示した。
・会計事務取扱規程・会計事務の手引き等どこにも示さ （管財課）
れていない。これでは物品管理権者がその管理方法につ
いて困惑することは必至であり，結果的にその管理方法 ＜参考：令和元年9月30日公表分＞
が物品管理権者ごとに相違することになるであろう。統 １０万円未満の備品類の管理方法については，会計事務の 検討中
一した，より具体的な管理方法を示すべきである。（意 手引き等において具体的な管理方法を示すよう検討する。
見－２５） （管財課）

103-115 全庁（はじめに） 会計規則によれば，原則として「物品出納簿に記載し 新たに物品出納簿及び物品表示票に管理番号を付与するた 措置予定
た備品類及び消耗品類に物品標示票をちよう付し，その め，物品管理システム改修による機能の追加と会計規則の改
品名及び所属等を標示しなければならない。」とし，ま 正を行い，令和２年度中に運用開始予定である。
た会計事務の手引きによれば「物品標示票の日付欄には， （管財課）
物品を取得した日又は保管転換により受け入れた日を記
入し，備考欄には，製造者名，型番等を記載し」となっ ＜参考：令和元年9月30日公表分＞
ている。 現在の物品管理システムには，管理番号付与の機能がない 検討中
しかし，このままでは物品出納簿による管理は不十分 ため，物品出納簿と物品の現物との突合に有効な管理番号付

と言わざるを得ない。つまり，物品出納簿に管理番号を 与の方法を検討の上，物品出納簿及び物品表示票に管理番号
記入し，その管理番号を当該物品の標示票に記載するこ を記載するよう会計規則改正を検討する。
とにより，物品出納簿と現物との突合が可能となるので （管財課）
あり，製造者名，型番等だけでは現物の確認はほぼ不可
能である。
今後は，物品出納簿に管理番号を記載するとともに，

物品標示票にも管理番号を記載するように会計規則を変
更すべきである。（指摘－３）

103-115 全庁（はじめに） 物品の異動状況について，貸付け・売却（棄却）・保 １ 令和２年２月１９日に実施した会計事務再チェック全庁 措置済み
管転換については物品受入（払出）通知書，売却（棄却） 研修会において，管財課から次の内容について周知・徹底
申請書等，保管転換物品送付書等の書類により把握する を行った。
ことができ，またその結果が物品異動状況報告書となっ (1)毎年必ず物品出納簿と現物との照合を行うこと。
て会計管理者に報告されるため問題はない。 (2)売却（棄却）・保管転換等について，物品出納簿の記載
問題となるのは，物品が亡失した場合である。亡失し を行うこと。

た物品を見つけ出すためには，物品出納簿と現物を確認 (3)亡失等したときは必ず報告を行うこと。
する以外に方法はない。もちろん，偶然に亡失している
ことに気づく場合もあるが，システム的に検出するため ２ 各所属長宛ての，通知文書（令和２年３月１１日付け会
には，定期的な棚卸し，つまり現物と物品出納簿の突合 第４１２号 重要物品異動状況報告等について（通知））
が必要である。 により，次の内容について周知・徹底を行った。
会計規則では，「出納員又は物品出納員は，その保管 (1)物品のうち重要物品について，現品を確認し，物品出納

する備品類及び動物については，物品出納簿と照合の上」 簿と照合の上，決算年度中増減高及び決算年度末現在高
となっているため，定期的な突合作業が必要となるので を会計管理者に報告すること。
はないだろうか。毎年，物品出納簿に記載された物品に (2)物品出納簿に記載したもの（重要物品を除く。）につい
ついて全て突合作業をすることには，その事務の煩雑さ て現品を確認の上，異動状況を会計管理者に報告するこ
を考えると適当ではないが，ある一定の期間（例えば３ と。
年～５年周期）に全ての当該物品について突合作業をす
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べきである。（意見－２７） ３ 令和２年３月改訂の「徳島県会計事務の手引き」に次の
内容について記載し，周知・徹底を行った。
(1)払出しや受入れにより物品の異動があった場合は，物品
出納簿の整理を忘れずに行うこと。また，毎年，現品と
物品出納簿を照合すること。

(2)物品のうち重要物品について，現品を確認し，物品出納
簿と照合の上，毎年異動状況及び決算年度末現在高を会
計管理者に報告すること。
(3)備品類及び動物については（重要物品を除く。），現品
を確認し，物品出納簿と照合の上，異動状況を毎年会計
管理者に報告すること。

（管財課，会計課）

＜参考：令和元年9月30日公表分＞
物品出納簿に記載された備品類については，毎年度末にお 検討中

いて物品出納員により物品出納簿と現物とを照合した上で，
その異動状況を会計管理者に報告しているが，意見の趣旨を
踏まえ，物品異動状況報告書を提出する際には，物品出納簿
と現物との突合を行うよう各所属に対し通知するとともに，
売却（棄却）・保管転換等についての物品出納簿の記載及び
亡失等の報告についても会計事務担当職員の研修等で周知・
徹底を行う。

（管財課，会計課）

103-115 全庁（はじめに） 上記のとおり，会計事務の手引きでは，売却（棄却） １ 令和２年２月１９日に実施した会計事務再チェック全庁 措置済み
する場合の判断基準は明らかにされているが，その対象 研修会において，管財課から次の内容について周知・徹底
となる物品の検出方法が定まっていない。 を行った。
この場合にも，有効な手続として定期的な棚卸し，つ (1)毎年必ず物品出納簿と現物との照合を行うこと。

まり現物と物品出納簿の突合が考えられる。現物を確認 (2)売却（棄却）・保管転換等について，物品出納簿の記載
することにより，その使用頻度が判明し，売却（棄却） を行うこと。
の判断材料になるであろう。その意味でも，定期的な棚 (3)亡失等したときは必ず報告を行うこと。
卸しは物品管理には重要な手続だと言える。検討してい
ただきたい。（意見－２８） ２ 各所属長宛ての，通知文書（令和２年３月１１日付け会

第４１２号 重要物品異動状況報告等について（通知））
により，次の内容について周知・徹底を行った。
(1)物品のうち重要物品について，現品を確認し，物品出納
簿と照合の上，決算年度中増減高及び決算年度末現在高
を会計管理者に報告すること。

(2)物品出納簿に記載したもの（重要物品を除く。）につい
て現品を確認の上，異動状況を会計管理者に報告するこ
と。

３ 令和２年３月改訂の「徳島県会計事務の手引き」に次の
内容について記載し，周知・徹底を行った。
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(1)払出しや受入れにより物品の異動があった場合は，物品
出納簿の整理を忘れずに行うこと。また，毎年，現品と
物品出納簿を照合すること。

(2)物品のうち重要物品について，現品を確認し，物品出納
簿と照合の上，毎年異動状況及び決算年度末現在高を会
計管理者に報告すること。
(3)備品類及び動物については（重要物品を除く。），現品
を確認し，物品出納簿と照合の上，異動状況を毎年会計
管理者に報告すること。

（管財課，会計課）

＜参考：令和元年9月30日公表分＞
物品出納簿に記載された備品類については，毎年度末にお 検討中

いて物品出納員により物品出納簿と現物とを照合した上で，
その異動状況を会計管理者に報告しているが，意見の趣旨を
踏まえ，物品異動状況報告書を提出する際には，物品出納簿
と現物との突合を行うよう，各所属に対し通知するとともに，
売却（棄却）・保管転換等についての物品出納簿の記載及び
亡失等の報告についても会計事務担当職員の研修等で周知・
徹底を行う。

（管財課，会計課）

農林水産総合技術支援センター水産研究課

144-148 物品（重要物品) 物品（重要物品を含む。）のうち，使用不可能となっ 今後，不用となった物品が生じた際には，グループウェア 措置予定
を含む。） たもの，使用していないもので今後使用する見込みのな に登載する等の全庁的に共有を図るとともに，全庁内でも不

いものについて，グループウェアに登載することにより， 用となった物品のうち売却可能なものについては，適切に売
その情報を全庁的に共有するとともに，全庁内でも不用 却する予定である。
となった物品については，県のホームページに登載し， （農林水産総合技術支援センター水産研究課）
広く県民にもその情報を伝達し，一般競争入札すること
により，棄却，売却，保管転換等のより適切な処理方法 ＜参考：令和元年9月30日公表分＞
を検討すべきである。（意見－５３） 不用となった消耗品やイス，ＯＡ機器などは，グループウ 検討中

ェアに登載することにより，庁内共有している。
研究機器や農業機械等の物品についても，他の研究機関や

指導機関への照会を行うとともに，グループウェアに登載し，
庁内共有を図ることとした。
なお，全庁内でも不用となった物品については，関係部局

と協議の上，処理する。
（農林水産総合技術支援センター水産研究課）

全庁（終わりに）

151-152 物品出納簿 物品出納簿の「現在高」には，品名ごとに記載するの 物品出納簿の記載方法の変更については，物品出納簿への 措置予定
ではなく物品ごとに記載すべきであり，また異動した場 管理番号の付与と合わせ，物品管理システムの改修と会計規
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合には当初取得した物品の行に「払高」として記載し， 則の改正を行い，令和２年度中に運用開始予定である。
当該物品の「現在高」を「受高」から差し引く形で記載 また，既存の物品管理システムの有効活用と物品管理事務
しなければならない。その場合，異動年月日の記載が必 の効率化に向け，すべての所属が使用できテレワークにも対
要であるとともに，備考欄にはその異動状況を記載しな 応できる物品管理システムを目指し，既存システムのウェブ
ければならないことは言うまでもない。 化の検討に着手した。
この物品出納簿の記載方法の変更は全庁的に実施しな （管財課）

ければならず，予算面も考慮しなければならない問題で
はあるが，是非とも検討していただきたい。（意見－５ ＜参考：令和元年9月30日公表分＞
７） ご意見のとおり物品出納簿の記載方法を変更するには，物 検討中

品管理システムの抜本的な改修が必要であり，今後の検討課
題としたい。

（管財課）

152-154 物品の購入・管 物品の調達，管理及び処分の事務を省力化，効率化し， 既存の物品管理システムの有効活用と物品管理事務の効率 検討中
理作業の煩雑性 より正確な事務が執行できるようにするため，情報を一 化に向け，すべての所属が使用できテレワークにも対応でき

元管理できるようにするべきである。物品の調達から処 る物品管理システムを目指し，既存システムのウェブ化の検
分まで全ての所属が使用できる物品管理システムを開発 討に着手した。
する必要があるのではないか。 なお，他のシステムとの連携については，そのあり方，実
更にいえば，公有財産等管理システム，財務会計シス 現可能性，費用対効果も含め併せて検討し，方針を決定する

テムとも連携して相互にデータを利用できる物品管理シ 予定である。
ステムを目指すべきである。（意見－５９） （管財課）

＜参考：令和元年9月30日公表分＞
物品の取得から処分まで一元管理ができる物品管理システ 検討中

ムとするには，システムの抜本的な改修が必要であり，今後
の検討課題としたい。また，他のシステムとの連携にどのよ
うな方法があるのか，併せて検討したい。

（管財課）

Ⅳ 公有財産管理（普通財産（土地））

報告書
項 目 指 摘 及 び 意 見 講 じ た 措 置 等 措置状況

ページ

農林水産総合技術支援センター

161-166 旧筍試験地，旧 旧筍試験地，旧三好分場及び旧今山ほ場については今 それぞれの旧分場等の状況を再度確認し，売却できるもの， 措置済み
三好分場及び旧 後の方針を早急に検討すべきではないだろうか。 売却に向いているものを再検討した。
今山ほ場（未利 管理のための作業にも，多数の人員，多額のコストが 旧筍試験地は，令和元年９月に福井道路の境界立会が行わ
用地） 生じ，更に地域の活性化を阻害する要因ともなっている。 れた。今後，土地売買契約の締結に向け，手続が進められる

有効な活用が図られるよう早急に処分方法を検討すべき 見込みである。福井道路の建設により利便性が向上すること
である。 から，残地についても有効活用に努める。
確かにこれらの土地は，その所在地等の面から，今ま 旧三好分場については，引き続き関係市町への働きかけや
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ではその使途が限られ処理方法にも苦慮していたのも事 関係部局と連携した情報共有・収集を進めるとともに，利活
実である。しかし，ＩＴ革命によるビジネススタイルの 用を促進するため，本館敷地部分とほ場部分を分筆し，売却
変化により，土地の利用方法が多様化し，サテライトオ する方向で検討を進めることとした。
フィスの誘致等もその検討材料となっている。 旧今山ほ場については，引き続き県ホームページで貸付先
今後は，このような環境変化も考慮し，地域の産業振 を募集することにより利活用を図っていく。

興を含めた土地の有効活用を検討するとともに，単に土 （農林水産総合技術支援センター）
地を売却するのではなく，建物の取壊し費用，土地造成
費用等を県が負担する等の方法により，より多くの利用 ＜参考：令和元年9月30日公表分＞
者の確保に努めていただきたい。（意見－６０） それぞれの旧分場等の状況を再度確認し，売却できるもの， 検討中

売却に向いているものを再検討する。
売却や貸付物件は，引き続き県ホームページで周知を図る

とともに，関係市町への働きかけや関係部局と連携した情報
共有・収集を一層進め，有効活用につながるよう努める。

（農林水産総合技術支援センター）

161-166 旧鴨島分場及び 幹事会，推進会議から旧鴨島分場は４年経過，旧鴨島 令和２年１月２２日に「公民連携による公的不動産の有効 検討中
旧鴨島分場（南 分場（南ほ場）にいたっては１０年経過しており，未だ 活用」をテーマに開催された「徳島県ＰＰＰ／ＰＦＩプラッ
ほ場）（未利用地） に売却先が決まっていないということは，売却条件等に トフォームセミナー」において，県内の金融機関や建設・建
未利用地 ついて再検討する時期に来ているのではないだろうか。 築業者から利用用途や売却価格についてのご意見を頂いた。

ここでもう一度，なぜ売却ができないのか（価格の問題 セミナーで頂いた意見も参考に，関係部局とも連携の上，有
なのか，立地条件の問題なのか）を再検討するとともに， 効活用につながるように努める。
売却以外の処理方法についても，リフレッシュ会議で意 （農林水産総合技術支援センター）
見・提言を聴取する等により，外部の専門家の意見を参
考にすることも重要である。（意見－６１） ＜参考：令和元年9月30日公表分＞

旧鴨島分場や旧鴨島分場南ほ場については，以前より早期 検討中
売却を図るため，不動産鑑定を行い売却価格を設定している
が，問合せはあるものの売却には至っていない。
売却条件等を再確認するとともに，外部専門家の意見聴取

等について関係部局と協議の上，有効活用につながるよう努
める。

（農林水産総合技術支援センター）

166-171 旧農業大学校（貸 違約金については，公序良俗に反しない程度に，それ 意見の趣旨を踏まえ，令和８年４月の契約更新の際には， 措置予定
付地：Ｖ社及び 相応の金額を設定し，契約違反行為を抑制する必要があ 違約金の規定内容について相手方と協議検討を行うこととし
Ｗ社との契約） る。 た。

現在の契約書では当該年度の貸付料の１割に相当する （農林水産総合技術支援センター）
金額を違約金として定めているが，貸付料そのものが少
額となっているため，今後は違約金の算定方法を改正す ＜参考：令和元年9月30日公表分＞
るか，あるいは具体的な金額を定めるべきである。（意 管財課が作成している標準様式である「徳島県県有財産有 検討中
見－６２） 償貸付契約書」に基づき違約金を設定しているが，指摘の趣

旨を踏まえ，当事案の違約金について再確認し，関係部局と
協議する。

（農林水産総合技術支援センター）


